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21 世紀の戦略的抑止への取り組み

防衛力の再活性化
海上優勢の回復と調達
の加速

計算された協調
中国とロシアの関係を
分析する

AI の均衡
進化する技術の中で人間
の統制を維持する

鍛え上げる。備える。
結束した力と決意



オープニング
ショット

2025 年 3 月、ワシントン州沖のピュージェット湾でオハイオ級弾
道ミサイル原子力潜水艦（SSBN）メイン（USS Maine）を護衛す
る米国沿岸警備隊の艦艇。「ブーマー」とも呼ばれるこれらの潜水
艦は、米国の核抑止三本柱の一翼を担い、最も生存性の高い攻撃能
力を提供している。また、SSBN は、米国海軍が世界のあらゆる場所・
あらゆる時に戦力を展開できる能力を示すものであり、戦略的抑止
の中核的要素でもある。ライアン・ライリー（RYAN RILEY）/ 米国海軍
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敬具
セントリー編集部

読者の皆様 

本号の Sentry へようこそ。今回のテーマは「戦略的協力の強化」です。
同盟関係が試練にさらされ、敵対勢力が連携を深める今、米国とその
同盟国およびパートナー国間の結束の重要性は、かつてないほど高ま

っています。
世界は、中国共産党、北朝鮮、ロシアの間で、核兵器の開発や核政策・核

戦略の調整に重点を置いた、かつてないレベルの協力関係が進んでいるのを目
の当たりにしています。中国、ロシア、北朝鮮の地政学的連携は、世界的不安
定化と脅威の高まりを招いています。こうした動きは、同盟国の抑止力の信頼
性に疑問を投げかけ、民主主義の規範を弱体化させ、権威主義的な利益に有利
な形で世界の安全保障秩序を再構築することを目的とした、意図的なシグナル
です。

この新たな脅威のレベルを理解することは、米国とその同盟国およびパー
トナー国が、戦略的抑止力に貢献する形で計画、運用、投資を行う上で役立つ
でしょう。この理由で、本号では、信頼、相互運用性、共通の目的に基づく協
力が、これらの課題に対処するために必要な安定性と強靭性をいかに生み出す
かを探ります。欧州からインド太平洋に至るまで、本号の寄稿記事は、肩を並
べて立つことで生まれる集合的な強さを浮き彫りにしています。合同演習、技
術の共有、政策枠組みの連携など、いずれの手段においても、協力こそが効果
的な抑止の礎であり続けます。

本号では、今日の環境における核抑止力の役割、防衛産業基盤の活性化、
そして NATO（北大西洋条約機構）、日本、韓国との深い絆を育むことの価値
について、多角的な視点から論じています。また、指導者たちが人工知能（AI）
をどのように活用して戦場での優位性を高めつつ、最終的な判断を人間の手に
残しているのかについても探ります。

技術は防衛においてますます重要な役割を果たしており、部隊が情報をよ
り迅速に処理し、状況認識を高め、複雑な環境下での意思決定を鋭敏にするの
に貢献しています。これらのツールは指揮官に貴重な支援を提供しますが、軍
事力の基盤は先進技術だけでなく、人間にしか備わらない判断力、規律、そし
て責任感にも支えられています。

本号ではさらに、NATO が装備、ハードウェア、ドクトリン（教義）、手順、
訓練を整合させることで、同盟全体の相互運用性を強化し続けている取り組み
についても取り上げています。これらの努力により、同盟軍は演習でも実戦任
務でも、シームレスに連携して行動することが可能になります。指揮基準や共
有された実務に投資することで、NATO はその部隊の信頼性と、集団的な即応
速度を強化しています。 

お読みいただくにあたり、記載された脅威だけでなく、それらがもたらす
機会についてもご検討いただければ幸いです。国境や領域を越えて課題が広が
る時代において、協力は戦略的優位性を超えた、必要不可欠なものです。米国
と同盟国が足並みをそろえて行動するとき、それは明確なメッセージを発信し
ます。共に、平和を守り、主権を保護し、侵略を抑止する準備は整っている、
ということです。

この重要な対話にご参加いただき、ありがとうございます。本号が、より
深い考察、活発な議論、そして私たちの集団的安全を守るパートナーシップへ
の新たな決意を喚起する一助となることを願っています。
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本誌表紙のイラストは、米国の同盟国およびパートナー
国の結束した力と決意を象徴している。オーストラリア、
日本、韓国、そして NATO の旗を描いた盾は、世界的な
課題に直面する中での、戦略的抑止力への結束・強靭性・
共通の取り組みを表している。 

表紙について
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本は、ドイツに拠点を置く北大西洋条約機構
（NATO）のウクライナ任務への参加に関心を示
しており、主として欧州諸国で構成される同同盟
との関係を大きく前進させる動きとなるだろう。

2025 年 4 月、東京でマルク・ルッテ（Mark Rutte）
NATO 事務総長と会談した日本の防衛大臣（当時）中谷
元氏は、日本の関心を表明した。ウクライナに防衛装備
品や支援を提供してきた後、日本は現在、ドイツ・ヴィ
ースバーデンの米軍基地に本部を置く NATO ウクライナ
安全保障支援・訓練（NSATU）への参加を希望している。

この任務の詳細、たとえば自衛隊員をドイツに派遣す
る可能性などについては、今後協議される予定だ。日本
の協力は、第二次世界大戦後の日本の防衛役割を制限す
るという伝統に沿って、戦闘には関与しない見通しだ。

中谷氏は、日本は NATO との安全保障協力をさらに
深化させたいと述べ、NSATU への参加は、ロシアのウ
クライナ侵攻から日本が教訓を得る助けになるだろうと
語った。

「日本と NATO の双方が多くの課題に直面しており、
われわれの安全保障環境は一層厳しさを増している」と
中谷氏は述べた。

日本は、ロシアによるウクライナでの戦争が、欧州とイ
ンド太平洋の安全保障リスクが切り離せないことを浮き彫
りにしたと指摘しており、NATO との連携を強化するとと

もに、米国と協調してインド太
平洋地域の友好国との防衛関係
を拡大しようとしている。

ルッテ事務総長は中谷氏に
対し、中国、北朝鮮、ロシアが軍事演習と協力を強化し
ていることを踏まえ、「これは世界的な安全保障を損なっ
ており、欧州大西洋地域で起きることはインド太平洋に
も影響し、その逆もまた然りである」と述べた。

日本は、中国を地域の脅威とみなし、近年、長射程巡
航ミサイルによる反撃能力の獲得を含む防衛力強化を加
速させている。NATO 事務総長もまた、中国共産党によ
る軍拡および台湾周辺での軍事演習に懸念を示した。

「中国はロシアの取り組みを支援している。中国は海
軍を含む軍備を急速に拡大している」と、ルッテ事務総
長は述べた。この発言は、神奈川県横須賀の海軍港に停
泊していた日本の最新鋭フリゲート艦もがみを視察した
後になされた。「我々は現状を甘く見てはならず、状況を
しっかりと見極め、協力して行く必要がある」

ルッテ事務総長は中谷氏に対し、危機対応作戦、サイ
バー防衛、海上安全保障、防衛産業協力などの分野で、
日本と NATO の関係をさらに深めたいとの考えを示し
た。また事務総長は、日本がインド太平洋地域で果たす
重要性を強調し、日本が先進 7 か国（G7）の中で唯一
NATO に加盟していない国であることに言及した。

同盟国と 
パートナー

日

日本が示す、NATO の 

ウクライナ任務への関心
AP 通信

NATO 本部でマルク・
ルッテ事務総長と会談
する当時の日本の防衛
大臣、中谷元氏。ロイター
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ドイツとフィリピンは、防衛関係を強化し、共
同活動を拡大することで合意した。フィリピ
ンは、中国と南シナ海の係争水域で続く長年

の紛争における立場を強化するため、幅広い同盟
関係の構築を進めている。

フィリピンのジルベルト・テオドロ（Gilberto 
Teodoro）国防相と、ドイツのボリス・ピストリ
ウス（Boris Pistorius）国防相はベルリンで「防衛
協力に関する取り決め」に署名し、協力分野をサ
イバー防衛、防衛装備・兵站、そして国際連合平
和維持活動にまで拡大することで合意したと、フ
ィリピン国防省が発表した。

2025 年 5 月のこの合意は、ピストリウス国防
相が 2024 年にマニラを訪問し、両国の軍事関係
を長期的に強化することでテオドロ国防相と一致
したことを受けて結ばれたものだ。フィリピンの
ドイツとの防衛協力協定は、伝統的な同盟国であ
る米国以外の国々との防衛協定の拡大リストに加
わる形となった。

2025 年 4 月には、フィリピンがニュージーラ
ンドと軍事協力を拡大する協定に署名し、カナダ
とも同様の合意が見込まれている。日本との相互
アクセス協定は 2024 年 12 月に批准され、フェ
ルディナンド・マルコス・ジュニア（Ferdinand 
Marcos Jr.）大統領は、フランスとの訪問部隊地位
協定に関する交渉開始を承認した。

中国は、重要な海上交通路である南シナ海のほ
ぼ全域に主権を主張しており、ブルネイ、マレー
シア、フィリピン、ベトナムといった国々の海洋
権益と重複しているため、近隣諸国の反発を招い
ている。

2016 年、ハーグの常設仲裁裁判所は、中国の
主張には法的根拠がないと判断した。中国はこの
決定を拒否している。

ピストリウス国防相は 2024 年 8 月、「この裁
定は依然として有効であり、いかなる例外もない」
と述べた。

2024 年 9 月には、ドイツ海軍の 2 隻の艦艇が
インド太平洋を異例の通過航行し、航行の自由に
対するベルリンの強いコミットメントを示した。

2025 年 5 月の防衛協定に向けた 2024 年の会談前に握
手を交わすドイツのボリス・ピストリウス国防相（左）
とフィリピンのジルベルト・テオドロ国防相。ロイター

フランスのエマニュエル・マクロン（Emmanuel 
Macron）大統領は、中国とロシアを牽制し、欧州
とインド太平洋に対し、「強制の圏域」を構築しよ
うとする大国の動きを抑止するための新たな同盟

を形成するよう呼びかけた。
マクロン大統領は 2025 年、シンガポールで開催され

たシャングリラ会合（Shangri-La Dialogue）安全保障フォ
ーラムで発言した。ロシアがウクライナでの停戦を求める
外交的圧力を無視し、中国が台湾や南シナ海で強硬姿勢を
強めていることへの懸念が高まる中での発言だった。

「我々は、勢力圏の名の下に “強制の圏域” を押しつけ
ようとする修正主義的な国家という課題に直面している」
とマクロン大統領は述べた。「欧州の辺境から南シナ海の諸
島までの地域を支配しようとする国々だ。漁業資源であれ、
鉱物資源であれ、資源を独占し、自らの利益のために他者
を締め出そうとする国々がある」と続けた。

世界各国の国防長官や高官が参加するこの年次フォーラ
ムは、近年では中米関係の動向を示す指標として注目され
ている。異例なことに、中国は国防相を派遣せず、人民解
放軍国防大学の上級幹部が代表として出席した。

マクロン大統領の演説は、インドネシア、シンガポール、
ベトナムを歴訪した後の締めくくりとして行われた。同大
統領はフォーラムで、「共通の規範と共通の原則に基づき、
欧州とアジアの間に新たな前向きな同盟を築こう」と各国
首脳に呼びかけた。

「我々の共通の責任は、超大国の選択によって生じた不
均衡の犠牲となって、我が国が巻き添え被害を受けること
のないよう、他国とともに確保していくことだ」と述べた。

マクロン大統領はまた、中国が「東南アジアやアジアへ
の NATO の介入を望まないなら」、同盟国である北朝鮮が
ロシアのウクライナ戦争に兵力を派遣するのを阻止するよ
う求めた。

彼は、インド太平洋地域の指導者たちに、ウクライナで
の戦争を遠い問題として捉えるべきではないと警告した。

「ロシアが、いかなる制約も受けず、国際秩序のいかな
る反応も受けずに、ウクライナの領土の一部を奪うことを
許されると考えるならば、台湾で起こり得る事態をどのよ
うに表現できるだろうか」と彼は問いかけた。「では、もし
フィリピンで何かが起きたその日、あなた方はどうするの
か？」と続けた。

AP 通信

ドイツとフィリピン 

防衛協力を拡大
ロイター

フランスの大統領、同盟国に対し 
中国とロシアへの 

「ノー」を呼びかけ

フィリピンのティトゥ島に駐留するフィリピン海兵隊員が、南シ
ナ海の係争海域で中国海警局の船舶を監視している。AFP/GETTY IMAGES
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同盟国と 
パートナー

米国 の ピ ー ト・ ヘ グ セ ッ ト
（Pete Hegseth）国防長官は、
インド太平洋地域の同盟国

に対し、中国からの軍事的および経
済的圧力の高まりに直面しても、孤
立させることはないと保証した。

同長官は、米軍首脳が「急速に
拡大する脅威」と表現する中国共産
党の動き、特に台湾への攻撃的な姿

勢に対抗するため、米国は海外防衛
力を強化すると述べた。中国共産党
は、中国が自国領と主張し、米国が
防衛を誓約している自治島に対する
封鎖を評価するために、数多くの演
習を実施してきた。

人民解放軍は「本番に向けたリ
ハーサルを行っている」と、ヘグセ
ット長官は 2025 年にシンガポール
で開催された国際安全保障フォーラ
ム、シャングリラ会合の基調講演で
述べた。「我々はそれを美化したり
しない。中国がもたらす脅威は現実
のものだ。そしてそれは差し迫って
いるかもしれない」

中国共産党は、必要に応じて武
力で台湾を奪取できるよう、2027
年までに軍事力を整備するという目
標を掲げているが、専門家らはこの
期限を厳密な期日というより、むし
ろ願望的な目標であると見ている。

ヘグセット長官は 2025 年 5 月、

同フォーラムの演説で、インド太平
洋における米軍の抑止力をより強固
なものにする決意を表明した。また、
米国の同盟国やパートナー国に対し、
防衛費の増額と備えの強化を求めた。

「結局のところ、強固で揺るぎな
い能力を備えた同盟国とパートナー
国のネットワークこそが、われわれ
の主要な戦略的優位性だ」とヘグセ
ット長官は述べた。「中国は我々が
共に築き上げたものを羨み、また
我々が防衛面において集団的に発揮
できる力を認識している。だが、そ
の潜在力を実現するかどうかは、
我々全員の投資次第だ」

米国が 
インド太平洋の 

同盟国に： 
「われわれが 

支える」
 AP 通信

シンガポールで開催されたシャングリ
ラ会合（Shangri-La Dialogue）で、
ピート・ヘグセット米国防長官と会談
するマレーシアのアンワル・イブラ
ヒム（Anwar Ibrahim）首相（右）。
Shangri-La Dialogue in Singapore.   
アレクサンダー・クビッツァ（ALEXANDER KUBITZA）/ 米国戦争省

8
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ニュージーランド、 
防衛貢献の拡大に意欲  

ニュージーランドは、インド太平洋地域への軍事展開を拡
大し、国防費の増額によって「責任を果たしている」こと
を示したいと考えていると、同国のトップ軍事当局者が述
べた。

ジュディス・コリンズ（Judith Collins）国防相は、
同国への軍艦の寄港増加を歓迎し、オーストラリア、日本、
フィリピン、シンガポール、英国、米国などの従来の防
衛パートナーとの合同訓練やその他の協力関係を深める
見通しを示した。

「我々は世界に開かれており、国際社会に復帰した。
そして今、責任を果たしている」とコリンズ国防相は、
2025 年 5 月下旬にシンガポールで開催された安全保障フ
ォーラム、シャングリラ会合で語った。

ニュージーランド政府は 2025 年 4 月、今後 4 年間で
防衛費を約 7,250 億円（約 50 億ドル）増額し、国際的
な緊張の高まりを受けて、8 年以内に国内総生産（GDP）
比でほぼ倍増となる 2％への引き上げを目指すと発表し
た。この新たな支出は防衛予算を大幅に拡充するもので
あり、2023 年に実施された初の国家安全保障レビューに
続くものとなる。

同レビューでは、西側諸国と中国・ロシアとの間で進
行する戦略的競争といった課題に対応するため、軍事支出
のさらなる増加とインド太平洋諸国との関係強化を求めて
いた。

米太平洋艦隊の旗艦ブルーリッジ（USS Blue Ridge）
は、2025 年 5 月にウェリントンを訪問した。コリンズ国
防相は、今後もパートナー諸国からの艦艇訪問が続く見
通しだと述べた。ブルーリッジは、40 年ぶりにニュージ

ーランドを訪問した 3 隻目の米国
海軍艦艇である。

ニュージーランドのより積極的
な軍事姿勢に対する中国の懸念に
ついて問われた際、ジュディス・
コリンズ（Judith Collins）国防相は、中国は「ウェリン
トンには実際に “背骨” があることを理解した」と述べ
た上で、「しかし、中国が夜も眠れないほど我が国を気に
しているとは思わない」と語った。

軍事アナリストらは、規模が小さく老朽化が進む空軍
と海軍の現状を踏まえ、ニュージーランドは持続的に戦
力を投射する能力を向上させる必要があると指摘してい
る。ニュージーランドは独立した外交政策を維持してい
るが、オーストラリア、カナダ、英国、米国とともに、
情報共有枠組み「ファイブ・アイズ（Five Eyes）」の一
員であることに変わりはない。 

ニュージーランド空軍の新型P-8Aポセイドン（Boeing 
P-8A Poseidon）哨戒機 4 機の展開は、他国が中国の潜
水艦追跡における空白を埋める上でどのように貢献する
かという点から、専門家らの注目を集めている。

コリンズ国防相は、ニュージーランドとオーストラリ
アのパイロットが互いの P-8 および輸送機を操縦できる
ようになったと述べ、これは相互運用性の拡大を示すも
のだと強調した。また、同国の P-8 がすでにカナダ方面
に飛行しており、今後は南シナ海やインド洋での哨戒飛
行も予定していると述べた。「そうした活動は今後かなり
多く見られると思う」と付け加えた。「我々はどこへでも
行く。求められる場所があれば、可能な限りそこへ行く」

ロイター

ニュージーランド空
軍のボーイング P-8A
ポセイドン哨戒機 
ニュージーランド国防軍

9
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英国海軍駆逐艦ドーントレス（HMS Dauntless）（左）とノルウェー海軍フリゲート艦ロアルド・ 
アムンセン（HNoMS Roald Amundsen）が、2025 年 8 月、東日本の海上自衛隊基地に寄港。ロイター

戦略的協力関係 
の強化
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今日の複雑な国際情勢は、安定的で開かれた国際
秩序を重視する同盟国やパートナー諸国の間で、
力強く効果的な戦略的協力を求めている。米国、

北大西洋条約機構（NATO）、そしてインド太平洋地域の
同盟国およびパートナー諸国は、中国、イラン、北朝鮮、
ロシアが国際秩序の破壊を試みる中、これまでになく平
和維持への注力を強めている。

「今日、我々の地域、そしてより広い国際社会は、か
つてない規模の課題に直面している。防衛当局者の間で
率直かつ開かれた対話を行う必要性は、これまでになく
高まっている」と、日本の中谷元防衛大臣（当時）は、
2025 年 5 月にシンガポールで開催された防衛フォーラ
ム、シャングリラ会合で語った。「国家間の競争は激化し、
ますます複雑化し、領域を超えて拡大している。こうし
た動きは非常に速いペースで進んでいる。今こそ、根本
的な原因に取り組む責任が我々にある」と続けた。

抑止力拡大のための取り組みには、同盟国間の相互運
用性の強化、核戦力への人工知能（AI）の統合、戦場認
識を高め意思決定を迅速化する先進技術を用いた合同訓
練を通じた同盟の高度化などが含まれる。

安定は、外交的関与による地域的緊張の緩和と、相互
信頼の醸成にかかっている。NATO のような国際機関お
よび同盟の強化、軍事活動における透明性の促進、国際
法の遵守を徹底することが、誤解を減らし、事態の悪化
を防ぐのに役立つ。

「現実として、世界の多くの地域では、紛争や戦争が
発生し、人命を脅かし、人々の平和と幸福を奪っている。
平和と安定への願いはいまもなお燃え続けている」と、

同盟国およびパートナー諸国、安定という
共通のビジョンのもと抑止力を拡大

2025 年 5 月に実施された演習フォーミダブル・シールド（Formidable 
Shield）で、弾道ミサイル迎撃のためにミサイルを発射する米国海軍
駆逐艦バルクリー（USS Bulkeley）。ジョナサン・ナイ（JONATHAN NYE）/ 米国海軍

SENTRY
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迅速かつ効果的に対応する能力 

を示すことで、同盟国は、あらゆる侵

略行為が断固かつ圧倒的な力によって

対処されることを明確にしている。

NATO 演習ラムシュタイン・フラッグ（Ramstein Flag）に参加し、ギリシャ西
海岸上空で編隊飛行を行う同盟国の戦闘機。カナダ、フランス、ギリシャ、ハ
ンガリー、イタリア、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、スペイン、スウ
ェーデン、英国、米国の 130 機を超える戦闘機および支援機が並んで訓練を行
い、戦術を磨き、より強固な統合を促進したことにより、NATO の決意、責任、
そして潜在的な敵対勢力を抑止し同盟を防衛する能力が示された。  
エミリ・クーンス（EMILI KOONCE）/ 米国空軍
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ベトナムのファン・ヴァン・ザン（Phan Van Giang）国
防大臣は、シャングリラ会合の席上で語った。そして「競
争的な世界において安定を確保することは、平和、安定、
協力、そして国家と人々の共通利益のための発展を実現
するための前提であり、欠かすことのできない条件であ
る。同時に、それは今日における緊急の課題でもある」
と述べた。

抑止への投資
抑止は国際安全保障の要であり、潜在的な敵対勢力にと
って敵対的行動の代償を容認できないほど高くすること
で侵略を防ぐ、極めて重要な仕組みとして機能している。
抑止力の強化とは、防衛能力の近代化のみならず、いか
なる脅威に対しても統一された、信頼性の高い対応を確
保することを意味する。

北大西洋条約機構（NATO）とインド太平洋地域の同
盟国およびパートナー諸国にとって、それは先進防衛技
術への投資、ミサイル防衛システムの強化、そして即応
展開能力の向上を指す。脅威に対して迅速かつ効果的に
対応できる能力を示すことで、これらの同盟関係は、あ
らゆる侵略行為が断固かつ圧倒的な力によって対処され
ることを明確に示している。これは特に、国際安全保障
体制の弱点とみなされる部分を悪用しようとする国家主
体の抑止において重要である。

そのために、NATO の最高文民幹部は、同盟が防御
的性格を維持しながらも「より致命的（more lethal）」
になるだろうと世界に向けて発言した。「より致死性を
高めることは、我々の抑止力と防衛態勢を強化すること
を意味する。我々の軍に必要なものを備え、国民の安全
を守ること。そして、いかなる侵略者に対しても、我々

は反撃できるし、実際により強力に反撃する」と、マルク・
ルッテ NATO 事務総長は、2025 年 6 月に英国で行った「よ
り良い NATO の構築」に関する演説の中で語った。「我々
の軍事力と、それを必要に応じて行使するという決意を
もってすれば、誰も我々を攻撃しようなどと思わないだ
ろう」

相互運用性の強化
相互運用性――すなわち、異なる軍隊がシームレスに連
携して行動できる能力――は、多国籍連合の効果を左右
する重要な要素である。北大西洋条約機構（NATO）お
よびインド太平洋地域の同盟国・パートナー諸国が、ま
すます統合された複雑な環境下で活動する中、各国部隊
が円滑に通信し、統合し、共同で作戦を遂行できること
を確保することが最も重要である。

2025 年 4 月の会談で、マルク・ルッテ NATO 事務総
長と当時の日本の首相、石破茂氏は、NATO と日本のパ

2025 年に英国で実施された演習ラムシュタイン・フラッグ
中にユーロファイター・タイフーンに空中給油を行う英国
空軍のエアバス A330 ボイジャー。ジェセニア・ランダベルデ（JESENIA 

LANDAVERDE）/ 米国空軍

東地中海で NATO 部隊との相互運用性の向上を図る連携
訓練を終えた海上自衛隊の乗組員。NATO
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「より致死性を高めることは、
我々の抑止力と防衛態勢を強化
することを意味する。我々の軍
に必要なものを備え、国民の安
全を守ること。そして、いかな
る侵略者に対しても、我々は必
ずより強力に反撃できるし、そ

うするだろうと示すことだ」

- マルク・ルッテ NATO 事務総長

NATO 加盟国の艦艇が、フォーミダブル・シールド（Formidable 
Shield）実動演習において連携訓練に参加。この演習では、実射
統合型の防空・ミサイル防衛を通じて、NATO の指揮統制報告体
制を活用し、同盟軍の相互運用性を強化している。フランス海軍
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ギリシャで実施された演習インミディエイト・レスポンス 2025 
（Immediate Response）で着陸区域の確保にあたるギリシャおよ

び米国の部隊。セオドシウス・サンタロフ（THEODOSIUS SANTALOV）/ 米国陸軍

ートナーシップを、欧州大西洋地域とインド太平洋地域
の双方にとって戦略的に重要な関係であると位置づけた。

「欧州大西洋地域とインド太平洋地域の安全保障は相互に
関連しており、我々は多くの共通の課題に直面している
ことを認識している」と、ルッテ事務総長と石破首相は
東京での会談後の共同声明で述べた。「変化し不確実な安
全保障環境において、日本と NATO の協力を継続させる
ことが、欧州大西洋とインド太平洋地域の安全保障とレ
ジリエンスに寄与するという信念を共有する」

相互運用性の強化には、同盟軍全体での装備・通信プ
ロトコル・作戦手順の標準化が伴う。これは、合同訓練、
技術的解決策の共有、共通の教義・戦略の策定を通じて達

成可能である。相互運用性を高
めることで、同盟軍は集団的能
力を最大限に発揮し、危機への
対応を効果的に行い、共通の脅
威に対する統一された態勢を
維持できるようになる。

「今日、我々の協力は広範
に及んでおり、日本と NATO
の安全保障に影響を与える可
能性のある課題に焦点を当て
ている」とルッテ事務総長と

石破氏は付け加えた。「我々のパートナーシップが着実に
発展するに伴い、サイバー防衛、宇宙、新興および破壊
的技術、そして相互運用性といった分野における戦略的
協力を通じて、それぞれの地域でこれらの課題に対処す
る能力を高める取り組みを進めている」

ピート・ヘグセット米国防長官は、2025 年 5 月にシ
ャングリラ会合（Shangri-La Dialogue）で行った演説で、
米国はインド太平洋国家であり、「今後何世代にもわたり」
そうあり続けると述べ、抑止力に対する米国のコミット
メントを改めて強調した。

「米国は、強さによる平和の達成に全力を尽くす」と同
長官は述べた。「それは、世界各地、そしてここインド太
平洋――我々の最優先地域であり、同盟国およびパートナ
ーの皆さんとともに――侵略を抑止することから始まる。
米国は、世界および地域の平和を守るために立ち上がる意
思をもつ、あらゆる国と協力する用意がある」«

フランス海軍フリゲート艦ノルマンディー（FS 
Normandie）の乗組員が、2025 年のフォーミ
ダブル・シールド演習で他の NATO 部隊ととも
に訓練を実施。フランス海軍
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「強固な同盟」こそ 
防衛の要
日本の将官が語る 

自国の抑止に対する考え方
SENTRY

主要なリーダーの
プロフィール

山口県岩国の米海兵隊岩国航空基地を離陸する海上自衛隊の新明和 US-2 水陸両用機。
デイビッド・ゲッツ（DAVID GETZ）/ 米国海兵隊
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SENTRY: 戦略的抑止とは何か。何故日本 にとって重要な
のか。

南川陸将：ロシアによるウクライナ侵略が示すように、国
際社会は戦後最大の試練の時を迎え、新たな危機の時代に
突入していると認識しています。東アジアにおいても、戦
後の安定した国際秩序の根幹を揺るがしかねない深刻な事
態が発生する可能性が排除されません。

中国は、核・ミサイル戦力を含め軍事力を広範かつ急
速に増強させるとともに、東シナ海・南シナ海において、
力 又は威圧 による一方的な現状変更やその試みを継続・
強化しています。また、台湾周辺における威圧的な軍事活
動を活発化させています。また、北朝鮮は、近年、高い頻
度で弾道ミサイル等の発射を繰り返し、核・ミサイル開発
を急速に進展させています。

さらに、ロシアは、ウクライナ侵略を行う一方、我が
国周辺において、中国と共に、艦艇の共同航行や爆撃機の
共同飛行、各種訓練を実施するなど、 中国との軍事的な連
携を強化 しています。

このように、戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に 直
面するなか 、 あらゆる事態において我が国を守り抜くため 
、 防衛力の抜本的強化を含む努力と 拡大抑止 の更なる強
化等により、 我が国自身及び日米同盟の対処力・抑止力を
一層強化することが重要だと考 えます。

SENTRY: 日本の戦略抑止態勢の主要な要素は何か。

南川陸将：我が国の抑止力の主要な要素は、 ① 日本自身の
努力による抑止態勢の強化 、 ② 核を含むあらゆる能力に
よって裏打ちされた米国による拡大抑止、 ③ 日米の戦力の
密接な連携だと考えます。日本が今後保有するスタンド・
オフ防衛能力 等 を活用した反撃能力は我が国の防衛力を

陸上自衛隊の南川信隆（Nobutaka 
Minamikawa）陸将は、統合幕僚監部
運用部長として、2024 年に米国ネブラ

スカ州オマハで開催された「米国戦略軍抑止シ
ンポジウム（United States Strategic Command 
Deterrence Symposium）」で Sentry 誌の取材
に応じた。インド太平洋地域の自由で開かれた
秩序、地域のパートナーとの協力、そして抑止
を確保するうえでの日米同盟の重要性について
語った。取材当時、南川氏は統合幕僚監部防衛
計画・政策部長の陸将補であった。その後、 
陸将に昇進されている。

米国空軍儀仗隊ドリルチームの隊員が、2025 年 4 月、横須賀の防
衛大学校を訪問した際、同校の儀仗隊ドリムチームの士官候補生に
ドリル技術を実演している。YASUO OSAKABE/ 米国空軍
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向上させるものです。 また、核抑止力を 含む 米国の拡
大抑止は不可欠です。 さらに、これらの日米の能力が密
接に連携することが重要です。このように 日本自身の努
力と 米国の拡大抑止が相まって日本の抑止が 強化され
る と考えています。

SENTRY: インド太平洋地域における 日本 の戦略的抑止の
主な課題と機会は何か。

南川陸将： 日本と米国の強固な同盟関係は、 我が国の 抑
止における大きな利点です。あらゆる機会とレベルを通
じて、日米のパートナーシップが揺るぎないというメッ
セージを送り続けることが抑止をより確実なものにして
いくでしょう。今後の課題は、我が国のり続けることが
抑止をより確実なものにしていくでしょう。今後の課題
は、我が国の反撃能力反撃能力として活用するスタンド・
オフ防衛能力として活用するスタンド・オフ防衛能力を
計画どおり着実に整備するとともを計画どおり着実に整
備するとともに運用可能な状態にしていくことと考えま

す。に運用可能な状態にしていくことと考えます。戦略
的攻撃が核によるものだけに留ま戦略的攻撃が核による
ものだけに留まらない現代においては、このような通常
戦力の分野における取組の重要性が高まってらない現代
においては、このような通常戦力の分野における取組の
重要性が高まっていると考えます。いると考えます。

SENTRY: 地域における戦略的抑止を強化するため、日本
は 同盟国及びパートナー国とどのように協力していくか。

南川陸将：核兵器の脅威に対しては、核抑止力を含む 米
国の拡大抑止が 不可欠 となります。これに加え、わが国
の防衛力の抜本的強化を図ることにより、米国の能力の
より効果的な発揮にも寄与するとともに、日米同盟の抑
止力・対処力の一層の 強化を期待することができます。
また、わが国の防衛力を高めるためにも、同盟国である
米国のみならず同志国 等 との連携を強化することが極
めて重要である と考えています 。

SENTRY: 自由で開かれたインド太平洋を維持する上 での
日本の役割は、グローバルな舞台にどのようにどのように
拡大して拡大していくのか。いくのか。

南川陸将：今やインド太平洋と 欧州・ 大西洋地域の安全
保障は不可分 一体 となっています。我が国がインド太平

2025 年 4 月、日本の小松航空基地で行われた航空機引渡し式
典で展示された F-35 戦闘機。日本が最初の 3 機の F-35 戦闘
機を受領し、航空自衛隊にとって歴史的な節目となった。 
航空自衛隊
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洋地域における抑止力を強化すること、また、 同盟国の 
米国 、 豪 州や NATO 加盟国 を始めとした 同盟国・ 同
志国 等 との連携を強化することがグローバルな平和と
安定に寄与するものと考えています。

SENTRY: 日本の最も重要な同盟国はどこか。
そしてその関係を拡大するために何をしているのか。

南川陸将： 我が国にとって米国は唯一の同盟国です。日
米同盟は我が国の安全保障政策の基軸であり、様々な分
野での協力を通じて、同盟の抑止力・対処力の一層の強
化に取り組んでいます。

SENTRY: 抑止力 を増やすため、さらに協力したい国や、
現在協力している国はどこか。

南川陸将：同盟国である米国のみならず同志国等 との連
携を強化することが 抑止を強化していく 上 で 重要であ
る と考えています 。昨今、我が国は、 インド太平洋地域
の諸国との協力を 進め 、欧州各国との連携も強化して
います。

SENTRY: 戦略的抑止の観点から、日本は新たな 技術がも
たらす課題にどのように取り組んでいくか。

東京東方の習志野演習場で行われた多国間共同訓練にお
いて、兵員、車両、火砲を輸送する陸上自衛隊のヘリコ
プター。AFP/GETTY IMAGES

インド太平洋地域 
と欧州大西洋地域の安全保
障環境は、いまや切り離せ
ない関係にある。日本の抑
止力をインド太平洋地域で
強化し、米国、価値観を共
有する国々およびオースト
ラリアや NATO 加盟国を

含むパートナー諸国との協
力を深めることが、世界の
平和と安定に寄与すると信

じている。

「
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南川陸将：人工知能や次世代情報通信技術を始めとする
急速に進展する技術は、将来の戦闘様相を一変させ得る
と考えられます。その場合、従来型の防衛力による抑止
力が低下する可能性があります。こうした中、 関連する
議論及び国際的なルール作りに積極的かつ建設的に参加
しながら、 最新の技術を取り入れた装備品の早期実用を
図り、わが国防衛力の抜本的強化を図るとともに、サイ
バー領域など多領域における強 じん 性を高めることによ
り、抑止力を維持、強化していく必要があります。

SENTRY: 日本は、防衛 力 と 、 平和 及び軍備縮小への コミ
ットメントとのバランスをどのようにとっているのか。

南川陸将：これまで我が国は、日本国憲法の下、専守防
衛に徹し、他国に脅威を与えるような軍事大国とならな
いとの基本方針に従い、日米安全保障体制を堅持すると
ともに、文民統制を確保し、非核三原則（核兵器を持たず、
作らず、持ち込ませず）を守りつつ、実効性の高い統合
的な防衛力を整備してきています。 この際、透明性の確
保に留意しています。

さらに我が国の実効性のある防衛力が抑止に寄与し、

これが地域の平和と安定に貢献していくと考えます。

SENTRY: サイバー攻撃の脅威に対し、日本の 戦略 的 抑止
態勢はどのように 取り組んで いるのか。

南川陸将： 我が国は、悪意ある主体の行動を抑止し、国
民の安全・権利を保障するため、国家の関与が疑われる
ものも含め、サイバー空間における脅威について、平素
から同盟国・同志国と連携し、政治・経済・技術・法律・
外交その他の取り得る全ての 有効な手段と能力を活用し、
断固たる対応をと ります 。この点に関し ては 、 2019 年 
4 月 の日米「 2 +2 」において、一定の場合には、サイ
バー攻撃が日米安全保障条約第 5 条の規定の適用上武力
攻撃を構成し得ることを確認したところで す 。

また、サイバー攻撃は、重大な事態へと急速に発展し
ていくリスクをはらんでいることから、平時・大規模サ
イバー攻撃事態・武力攻撃という事態のエスカレーショ
ンにもシームレスに移行することで、迅速に事態に対処
するとともに、 日米「 2+2 」の成
果を踏まえ、引き続き日米同盟の抑止力を維持・強化し
てい きます 。

横田基地での搭乗前にブリーフィングを受ける陸上自衛隊の空挺
隊員。ナタリー・ドアン（NATALIE DOAN）/ 米国空軍
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SENTRY: 軍備管理・不拡散の問題について、日本は防衛政
策としてどのように取り組んでいくのか。

南川陸将： 大量破壊兵器及びその運搬手段となり得るミサ
イルなどの拡散や武器及び軍事転用可能な貨物・機微技術
の拡散については、国際社会の平和と安定に対する差し迫
った課題です。

日本の国家 安全保障戦略において、自由で開かれた国
際秩序を強化するための取組のうち、重要な方策の一つと
して、大量破壊兵器などの軍備管理・軍縮及び不拡散につ
いて言及しており、また、国家防衛戦略においても、国際
機関や国際輸出管理レジームの実効性の向上に協力してい
くと述べています。軍備管理・軍縮・不拡散に 関わる 国
際的な 取 り 組みにおいて 、わが国も積極的な役割を果
たしていきます。

SENTRY: 現在、非常に分裂しているように見える世界にお
いて、我々は統合をどのように進展させていくのか。

南川陸将： 我が国は、法の支配に基づく国際秩序維持の価
値観を各国と共有し、国際協調を旨とする積極的平和主義
の立場から、世界各地における紛争・対立の解決に向けた
努力、気候変動等に起因する国際的な大規模災害に際して
の人道支援・災害救援、大量破壊兵器の不拡散等の国際的
な課題への対応に積極的に取り組んでいく必要があります。

日米は、民主主義に基づく共通の価値観を持つ同盟国
として連携し、こうした課題に取組んでいく必要があり
ます。

SENTRY: 特に誇りと している戦略的抑止・防衛 能力 は何
か。また、どの分野 において、進歩に取り組んでいる か。
南川陸将：既に述べたように抑止という観点では、我が国
の防衛力の抜本的強化 、 米国による拡大抑止、日本と米国
の密接な連携というものが重要になってくると思います。

我が国の防衛力の抜本的強化といった観点では、①ス
タンド・オフ防衛能力、②統合防空ミサイル防衛能力、③
無人アセット防衛能力、④領域横断作戦能力、⑤指揮統制・
情報関連機能、⑥機動展開能力・国民保護、⑦持続性・強 
じん 性といった分野の強化を進めています。

SENTRY: 戦略防衛計画の策定において、ソフト・パワーは
どのような役割を果たしているのか。

南川陸将：戦略防衛計画の策定において、抑止は重要な
役割を占めています。抑止とは我々 の望ましいエンドス
テートをターゲットに認知させ、そのようなエンドステ
ートを阻むことがターゲットの利益に資さないと認識さ
せることにより達成されるものであり、抑止を実現する
ためには、ソフト・パワーの活用が有効と考え ます 。

具体的には、防衛省・自衛隊が実施する様々な活動や
その目的等について、同盟国や同志国と連携しつつ、国
際社会に対して発信し、各国による防衛省・自衛隊への
信頼を伝えることは、抑止に寄与していくものと考えます。

東京東方の習志野演習場で行われた多国間共同訓練において、 
兵員、車両、火砲を輸送する陸上自衛隊の航空機。AFP/GETTY IMAGES
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940 年 12 月 29 日、フランクリン・D・ルー
ズベルト（Franklin D. Roosevelt）米大統領
はラジオで国民に向けて、米国はアドルフ・ヒ
トラー（Adolf Hitler）の爆撃機による包囲攻
撃を受けている英国を支援し、「民主主義の偉

大な兵器庫」とならなければならないと語った。それか
ら 1 年も経たないうちに、米国は戦争に突入し、商業生
産から軍事生産へと転換した米国の産業はまさに兵器庫
となった。

現在、米国は再び断固たる措置を講じ、防衛産業基盤（ 
defense industrial base - DIB）の拡大、先進兵器シス
テムの開発、そしてウクライナでのロシアによる継続的
な戦争や、インド太平洋地域で対立を深める中国共産党
を始めとする安定した開放的な国際秩序を脅かす世界的
な課題への対処に取り組んでいる。 

2025 年 4 月に発令された大統領令により、ドナルド・
トランプ（Donald Trump）米大統領は、軍事調達ペー
スの加速化と防衛産業基盤の強化、ならびに米国の海洋
支配力の回復と対外防衛販売の合理化を優先課題とする
よう政府に指示した。これらの命令は、2025 年 3 月の
演説で同大統領がホワイトハウス内に造船局を設置する
と発表したことを受けて発令された。同大統領の発言は、
海洋生産が防衛産業基盤の活性化にとって不可欠である
ことを明らかにした。「我々は、商業造船と軍用造船の
両方を含む米国の造船産業を復活させるつもりだ」と同
大統領は述べている。

米国政府はまた、2026 会計年度の国防予算として、 
約 150 兆円（1 兆ドル）を提案している。その優先事項
には、提案されているゴールデン・ドーム米本土ミサイ

ル防衛システムの資金調達、核関連事業の近代化、艦船
と原子力潜水艦の増強が含まれている。 

米戦略軍（USSTRATCOM）司令官のアンソニー・
コットン（Anthony Cotton）空軍大将は、地上配備大
陸間弾道ミサイル、戦略爆撃機、原子力潜水艦からなる
米国の核の三本柱を近代化し維持するためには、強固な
防衛産業基盤が不可欠であると述べた。コロンビア級弾
道ミサイル潜水艦（SSBN）計画は、USSTRATCOM お
よび米国海軍の近代化の優先事項である。海軍は現行の
オハイオ級原子力潜水艦を 12 隻のコロンビア級潜水艦
に置き換える計画である。SSBN 艦隊は三本柱の中で最
も生存性の高い戦力である。

コットン大将は、B-21 レイダー戦略爆撃機の基本生
産数の増産、既存の B-52 艦隊のアップグレード、そし
てコロンビア級後継艦の生産が本格化するまでの間、既
存のオハイオ級潜水艦の運用継続を提唱している。

2025 年 3 月、同大将は米上院軍事委員会で「先進的
な技術、能力、生産力を適時に提供できる健全な産業基
盤は、我々の戦略的競争力を支える基盤である」と述べた。

現政権が健全な防衛産業基盤に注力している一例と
して、2025 年 7 月にエアロジェット・ロケットダイン
社が米国アラバマ州に新たな大規模ロケット推進プラン
トを開設したことが挙げられる。ディフェンスニュース

（DefenseNews）によれば、同施設の開設式典で米国陸
軍ミサイル・宇宙プログラム担当執行官フランク・ロザ
ーノ（Frank Lozano）少将は「全国の指導者が能力増強、
処理能力向上、ミサイル・弾薬在庫水準の引き上げにつ
いて語るのを聞く時、戦争態勢への移行や日常的に直面
する脅威と敵対勢力の理解について人々が語るのを耳に

民主主義 
の兵器庫

同盟国およびパートナー諸国 
海事産業の強化を目指す

1
SENTRY



23

SENTRY イラスト



24

する時、これらの全てを論じる時、これがその結果の現れな
のだ」 と述べた。

専門家らは、米国がトランプ大統領の大統領令で示され
たような措置や、日本や韓国などの同盟国との製造・技術協
力を通じて、防衛産業基盤の問題に対処できるとも指摘して
いる。 

中国政府の拡大
戦略国際問題研究所のセス・ジョーンズ

（Seth Jones）氏（2024 年の報告書『民
主主義の兵器庫の再構築』の共著者）に
よれば、中国の現在の防衛産業生産は、
中国共産党が「戦時体制」にあることを
示している。 

「それは戦争が差し迫っているという
意味ではないが、彼らが戦争、特に米国
との戦争を遂行する能力を構築している
ことを意味する」と同氏は 2024 年 3 月のポッドキャスト「事
の真相（The Truth of the Matter）」で述べている。

議会予算局（Congressional Budget Office ‐ CBO）の
2025 年 1 月の報告書によると、米国海軍は現在 295 隻の戦
闘艦艇を保有しているが、2054 年までに 390 隻に増強する
ことを目指している。ただし、同局は、退役予定の艦艇によ
る艦隊規模の縮小により、2027 年には 283 隻まで減少する
と最初に指摘している。2025 年 3 月、ディフェンス・ワン
はニュースサイトで、米国が軍艦と原子力潜水艦の建造にお
いて「大幅に遅延」していると報じた。2024 年 2 月の米国
海軍協会の記事によると、国内で海軍艦艇の整備を維持して

いる公営造船所はわずか 4 か所だという。（第二次世界大戦
終結時、海軍は 11 の公営造船所を有していた。）

ランド研究所（Rand Corp.）のアナリスト、ミヨン・オ
ー（Miyeon Oh）氏とマイケル・セシレ（Michael Cecire）
氏による 2025 年 5 月の論評では、米国の大統領令に関する

背景を次のように詳述している。世界の
商用船舶生産量の約50％を中国が占め、
韓国が 2 位（30％）、日本が 3 位（10％）
となっている。「一方、米国の世界造船
市場におけるシェアは 1％未満である」
とアナリストらは述べている。米国海軍
のジョン・フェラン（John Phelan）長
官は、上院承認公聴会で、その不均衡に
ついて次のように述べている。「大統領
は私と話す際、一貫して造船、造船、造
船と言っていた」 

この課題に対処するため、「米国の
海洋優位性の回復」大統領令には以下の内容が含まれている。
•	米国造船業および海洋インフラの再建に向けた政府全

体の戦略。
•	米国造船所への民間投資を促進するための財政的イン

センティブ。
•	造船能力と部品供給網の拡大。
•	熟練した海事専門家の採用と定着を図るため、人材育

成への投資拡大。
防衛アナリストらは、現実的なアプローチがこうした目標

の達成に役立つと指摘している。北大西洋理事会の 2025 年 5
月の報告書は、中国の海洋上の脅威を「誇張・過大評価する」

—ジョン・フェラン、米国海軍長官

 「大統領は私と話す際、
一貫して造船、造船、

造船と言っていた」

2025 年 3 月、ワシントン州ピュージェット湾を航行するオハイオ
級弾道ミサイル原子力潜水艦メインライアン・ライリー（RYAN RILEY）/ 米国海軍
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傾向に対して警鐘を鳴らした。同報告書は、米国海軍が依
然として複数の分野で優位性を保っていると指摘してお
り、具体的には垂直発射ミサイルシステム、駆逐艦、原子
力空母、原子力攻撃型潜水艦などの分野が挙げられる。

「陸上ミサイルシステムの射程圏内では、中国は危険な敵
対勢力である。公海では、米国とその同盟国の方がはるか
に優位だ」と同報告書の執筆者リチャード・フッカー・ジ
ュニア（Richard Hooker Jr.）氏は述べている。同報告
書によると、中国人民解放軍海軍（PLAN）の艦隊の大半
は小型沿岸巡視船で構成されている。『世界の現代軍艦・
潜水艦総覧（World Directory of Modern Warships and 
Submarines）』は、PLAN の数量的優位性を認めつつも、「近
代化、兵站支援、攻撃・防御能力」などの指標を用いた「真
の価値評価（TrueValueRating）」では米国を第 1 位にラ
ンク付けした。 

それでもなお、フェラン長官が 2025 年 5 月に米国
下院国防小委員会で述べた通りの状況である。「我々は、
船体を水に浮かべる必要がある」

同盟国とパートナー
米国がそれらの船体を建造する場合、同盟国やパートナ
ーは造船技術、共同研究開発（R&D）、技術協力などを
通して重要な役割を担うことになる。アナリストらは、
米国が軍事・商業目的の両方で船舶をより迅速に生産す
る能力を必要としているため、日本と韓国との造船分野
での協力は理にかなっていると指摘している。

ランド研究所は 2025 年 5 月の論評で、現代重工
業（HHI）やハンファオーシャンを始めとする韓国の
造船所は「モジュール式建造と先進的な船舶設計の専
門知識を有し、高品質な軍艦を迅速に納入できる効率
的な量産技術を持っている」と述べた。例えば 2024 年
には、HHI はイージス駆逐艦「正祖大王（Jeongjo the 
Great）」を韓国海軍に納入した。ウォール・ストリー
ト・ジャーナル紙は、ウルサンにある HHI 造船所に関
する動画レポートで、同駆逐艦の建造費を約 900 億円（6
億ドル）と報じた。これは米国で建造した場合の費用よ
り約 1,500 億円（10 億ドル）安いという。同紙によれば、
この韓国の駆逐艦は世界最大の造船所であるウルサンで
18か月で建造された。米国で同駆逐艦を建造する場合、
28 か月を要するだろうと同紙は報じている。しかし、
米国の法律は、海軍が「外国の造船所」から船舶を購入
したり、それらの船舶の「船体または上部構造の主要部
品」を建造することを禁じている。

フェラン長官は 2025 年 4 月下旬のインド太平洋地
域訪問において、日本と韓国を訪問し、両国の造船所を
視察するとともに、防衛当局者や海洋産業のリーダーら
と会談した。同長官は訪問に先立ち、ニュース誌「日経
アジア」に対し、同盟国との協力が不可欠だと語ってい
る。「世界第 2 位の造船国である韓国と、第 3 位の日本
と協力することで、米国の造船業の再生を目指す」と同
長官は語った。同長官は今回の訪問中、韓国との海軍艦
艇の保守・修理・オーバーホール（MRO）分野におけ
る協力の深化を呼びかけ、韓国の造船所に対し米国海軍
艦艇のオーバーホール入札を増やすよう促した。同長官

は「韓国の造船所は韓国国内で米国海軍艦艇の MRO を
実施しており、米国の造船所にも投資している。韓国の
造船能力には非常に感銘を受けており、HD 現代重工業
とハンファオーシャン造船所を訪問したことで、その感
銘はさらに深まった」と聯合ニュースに語っている。 

2025 年 4 月、米国最大の海
軍艦艇建造会社であるハンティ
ントン・インガルス・インダス
ト リ ー ズ（Huntington Ingalls 
Industries）は、防衛・商業プロ
ジェクト支援のための艦艇生産
加速化に関して HHI と提携する
ことに合意した。ハンファオーシャンは、既に米国海軍
関連のプロジェクトを保有しており、2024 年にフィラ
デルフィアのフィリー造船所（Philly Shipyard）を買
収した。「世界有数の海上勢力としての地位を維持する
ためには、我々は新しい船の建造能力と整備能力の両方
を強化しなければならない。韓国の造船所が、外国直接
投資とベストプラクティスの共有を通じて、米国の海洋
産業基盤の活性化に重要な役割を果たすことを期待して
いる」とフェラン長官は述べている。

ランド研究所によれば、三菱重工業などの日本の造船
所は「海軍工学とシステム統合において世界トップクラス
の専門知識を有しており、これにより世界で最も先進的な
駆逐艦や潜水艦の一部を建造できる」という。星条旗新聞

（Stars and Stripes）によると、同長官は訪問先の最初の
拠点で、ジャパン・マリン・ユナイテッドの磯子工場を視
察し、当時の防衛大臣中谷元氏と会談した。同長官は、ハ
ンファオーシャンによるフィラデルフィア造船所買収を例
に挙げ、日本の政府関係者に米国拠点の合弁事業への投資
を検討するよう促したと、同紙は報じている。 

造船分野での協力関係は無人艦艇にも拡大する可能
性がある。海軍分析センターの上級研究員ジョシュア・
タリス（Joshua Tallis）氏は、2025 年 4 月のディフェ
ンスニュースの記事で、米国の防衛技術におけるスター
トアップ企業と同盟国を連携させることで、すべての領
域で自律走行車の大量生産が可能になると記している。

2025 年 4 月、コネチカット州
グロトンで行われた就役式典に
おいて、高速攻撃型潜水艦アイ
オワの乗組員らと挨拶を交わす
ジョン・フェラン米国海軍長官。 
ジョシュア・カーステン（JOSHUA KARSTEN）/
米国海軍
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「iPhone の背面に『カリフォルニアで Apple が設計、
中国で組み立て』と書かれているように、無人水上艇に

『テキサスで設計、横浜で組み立て』と刻印されるのを
想像することは可能だ」と同紙は記している。

AUKUS（米英豪安全保障協力）
2021 年、オーストラリア、英国、米国は AUKUS でと
して知られる安全保障パートナーシップを創設した。
これは 3 か国の潜水艦産業基盤（submarine 
industrial base ‐ SIB）を強化するととも
に、「平和で安全かつ安定した」インド
太平洋地域への取り組みを目的として
いる。米国戦争省（DOW）は現在、
同協定の審査を行っている。

戦争省によれば、2025 年 2 月、
ピート・ヘグセス米国防長官は、国
防総省でオーストラリアのリチャー
ド・マールズ（Richard Marles）国
防相と会談し、AUKUS は「強力な同盟
国やパートナーの支援が不可欠である。技
術共有と代替手段は、その大部分を占めている」
と述べている。しかし、戦争省は 2025 年 7 月のソーシ
ャルメディアの投稿で、同長官が主導するこのイニシア
チブの見直しを発表した。「このプロセスの一環として、
戦争省はこの重要な問題について、米国政府の他の部門、
米国議会、同盟国であるオーストラリアおよび英国、そ
の他の主要な利害関係者との定期的な協議を継続するこ
とを期待している。同省は 2025 年末までに見直しを完
了する予定である。その目的は、トランプ大統領と大統

領の上級指導者チームに対し、このイニシアチブに関す
る事実に基づく厳密な評価を提供することにある」 

戦争省によれば、AUKUS の当初の目標には「安全保
障および防衛関連の科学、技術、産業基盤、サプライチ
ェーンのより深い統合」の促進が含まれていた。AUKUS
の最初の取り組みである第 1 の柱は、オーストラリアが
原子力潜水艦を取得することを支援する取り組みである。
2023 年、オーストラリアが 10 年から 15 年以内に米国
製のバージニア級攻撃型潜水艦を少なくとも 3 隻購入す
る合意が成立した。また、この計画には、新世代の原子
力潜水艦 SSN-AUKUS を、英米の支援を得て最終的にオ
ーストラリアで建造することも盛り込まれている。

2025 年 5 月、ヘグセス米国防長官とマールズ豪国
防相はシンガポールで開催された安全保障フォーラム
で会談し、米国の潜水艦の生産率を大幅に引き上げ、
AUKUS の目標を達成する必要があると協議したと、ロ
イター通信が報じた。ロイター通信によると、2025 年
7 月、オーストラリアは AUKUS 協定に基づき米国に対
し 2 回目となる約 787 億 5,000 万円（5 億 2,500 万ド
ル）の支払いを行った。同協定ではオーストラリアが約
4,500 億円（30 億ドル）を拠出し、米国の潜水艦を建
造する造船所の能力強化を図る。この投資には、オース
トラリアが独自の SIB を設立するのを支援するための
米国人労働者向け資金、およびオーストラリア人が米国
の造船所で働くための資金も含まれる。 

マールズ国防相は、オーストラリアが 2025 年 2 月に
約 787 億（5 億ドル）の最初の支払いを完了した後の声
明で、この投資は自国が「AUKUS に関して自らの負担分
を支払うことは、すなわち米国の SIB の強化に貢献する
形で、バージニア級潜水艦を建造し、オーストラリアへ
の譲渡を可能にするためのものである」と述べた。オー
ストラリア放送協会によると、この潜水艦協定は今後 30
年間でオーストラリアに最大約 55 兆円（3,680 億ドル）

の費用負担の可能性があるという。
米国海軍 AUKUS 統合・調達（I&A）
プログラム事務局のメガン・アトキン

ス（Meganne Atkins）事務局長は、
2024 年 11 月に開催された海軍潜水
艦連盟年次シンポジウムおよび業
界 動 向 説 明 会（Naval Submarine 
League's Annual Symposium and 
Industry Update）において、同パ

ートナーシップの戦略について論じ
た。ナショナル・ディフェンス誌によ

ると、同事務局長は「潮が満ちれば、我々
のすべての船が浮かぶという考え方であり、

我々の産業基盤では、米国のバージニア級からオース
トラリアのバージニア級、将来の SSN-AUKUS まで、
AUKUS 全体で複数のクラスの潜水艦をサポートできる
複数の組織を確保している」と述べた。

オーストラリア国防誌が報じたところによれば、2025
年 3 月、米国の複合企業ハネウェル（Honeywell）社は、
非営利団体ブルーフォージ・アライアンス（BlueForge 
Alliance）が AUKUS の I&A に代わって発注した契約を

「防衛調達を近代化し、防衛産業基盤におけ
る革新の促進」は、米国が「このシステムを
包括的に見直すことで、最先端の能力を迅速
かつ大規模に提供しなければならない」と述
べている。調達では「スピード、柔軟性、革
新性」を優先する一方で、防衛関連の調達要
員には「リスクを取ることと革新性を奨励し、
報いる」ことを求めている。 

「対外防衛販売の改革による迅速化と説明
責任の向上」は、規制上の負担軽減と政府・
産業界の連携強化を目指している。この大統
領令は、制度改革により米国の同盟国の能力
と「同盟国間の負担分担」が強化される一方
で、米国のサプライチェーン、生産、技術開
発を促進するとしている。また、販売を迅速
化するため「認証および承認の同時」付与を
呼びかけている。

その他の 2025 年 
防衛関連大統領令：
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獲得したと発表した。これにより、オーストラリア企業がバ
ージニア級潜水艦の製造、維持管理、作戦準備態勢を支援で
きるパイロットプログラムが設立される。ディフェンスニュ
ースが 2024 年 9 月に発表した報告書によれば、同団体は、「第
三者機関を活用して国内の潜水艦建造産業を加速させるとい
う DOW の型破りな取り組み」のひとつであるという。

アナリストらは、AUKUS のパートナーが研究開発、訓練、
サプライチェーン投資を共有することで、米国の潜水艦生産
の負担を緩和できると指摘している。

米国海軍の原子力推進プログラム担当ビル・ヒュースト
ン（Bill Houston）大将は、AUKUS は米国だけでなくオー
ストラリアや英国の潜水艦建造にも寄与するだろうと述べ
た。ナショナルディフェンス誌によれば、同大将は「同盟国
やパートナーは、我々に能力をもたらしている」とシンポジ
ウムで述べている。同誌によると、同大将は、3 つの同盟国
間で孤立して生まれた開発は、非常に高価で時間がかかるた
め、共通性が AUKUS の鍵だと述べている。（共通性は人員
にも及ぶ。2025 年 4 月、オーストラリア海軍初の兵士が米
国海軍原子力訓練部隊を卒業した。）同紙によると、同大将
は「米国は過去に少量生産を行ってきたが、現在は国際的で
大規模かつ広範な能力を活用する必要がある。これはあらゆ
るプラットフォームに共通する能力だ」と語っている。

オ ン ラ イ ン 誌「 ナ シ ョ ナ ル・ イ ン タ レ ス ト（The 
National Interest） に 寄 稿 し た エ リ ッ ク・ リ ー ズ（Eric 
Lies）氏は、「AUKUS の 3 か国の軍事産業複合体を統合し、

研究開発で連携させること
により、米国が利用できる
経済的機会が向上するだろ
う」と述べている。同氏は、
第 1 の柱の下では潜水艦建
造における米国の専門知識
に対する需要は数十年続く
が、第 2 の柱の下で共有される広範な研究開発には、人工
知能、自律走行車、極超音速ミサイルなどが含まれると述べ
た。さらに、同誌によれば、日韓両国は、第 2 の柱におけ
る協力分野について協議を行っている。

優位性の構築
米国の防衛産業基盤、特にその海洋産業の活性化には、政府、
軍、民間部門全体にわたる取り組みが必要となる。「空洞化
した海洋産業基盤の再構築は、国家安全保障上の緊急の課題
である」と、フェラン長官は 2025 年 5 月、米国議会で述べ
ている。同長官と大統領令が明らかにしているように、同盟
国との協力とパートナーシップを、あらゆる解決策に組み込
む必要がある。海軍分析センターのタリス氏は、米国は、海
洋に関する大統領令が示す通り、競争優位性と同盟関係の力
を基盤として構築する必要があると述べた。また、同氏はデ
ィフェンスニュースの記事で次のように述べている。「我々
の産業的な海洋基盤における不足分は、イノベーション、資
本市場、金融サービスで補っている」  «

2025 年 2 月、オーストラリア
のスターリング海軍基地に寄
港する高速攻撃型潜水艦ミネ
ソタ。同基地は 2027 年から米
国のバージニア級原子力潜水
艦 4 隻を配備する予定。ロイター
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SENTRY イラスト

NC3
を管理する
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軍事指導者による会議や会合に出席
すると、必ずと言って

いいほど一つの話題が浮上する。それは、戦闘における
人工知能の導入に関する議論である。核の指揮・統制・
通信（NC3）に関して、その影響は甚大であり、意思
決定のための高度な分析の機会を提供する一方で、人間
の制御に関する懸念も提起している。

ウォーゾーン（The War Zone ‐ TWZ）のウェブサ
イトによれば、「AI について考えず、AI を考慮しなけ
れば、我々は敗北する。私は敗北には興味がない」と、
地球規模攻撃軍団（AFGSC）戦略計画・プログラム・
要件担当であるタイ・ニューマン（Ty Neuman）米国
空軍少将は、2025 年 3 月に開催された空軍・宇宙軍協
会（ASFA）の「2025 年戦争シンポジウム」における
NC3 アーキテクチャに関するパネルディスカッション
で述べている。「だからこそ、我々は絶対にこの課題を
解決する必要がある」

防衛指導者らは、NC3 を含むシステムの近代化と戦
略的競争相手に対する優位性の維持において、AI を重
要なツールであると見ている。

「AI は次世代の NC3 アーキテクチャの一部として不
可欠である。その技術を賢く使わなければならない」と
同少将はいう。「確かに、スピードはおそらく最も重要
な要素である。データは膨大な量になり、デジタルアー
キテクチャや回復力のあるアーキテクチャなどでは、デ
ータ処理のスピードを最大限に活用する必要がある」

AI とは、膨大なデータから「学習」し、従来は人間
の認知を必要とした問題の解決や、機能の実行により、
人間の介入なしに自律的に行う可能性を秘めた最新の機
械学習（ML）プログラムを指す。

核の三本柱を構成する兵器システムを統合する
NC3 システムを含む核抑止力の近代化は、米国戦争省

（DOW）と NATO を含む多くの同盟国およびパートナ
ーにとって最優先課題である。

「AI モデルの連鎖的な影響リスク、突発的かつ予期
せぬ障壁、核の意思決定プロセスへの AI の間接的な統
合を理解するため、研究の取り組みを指揮する必要があ
る」と、米戦略軍司令官のアンソニー・コットン空軍大
将は、ネブラスカ州オマハで開催された 2024 年国防総
省情報システム会議で述べた。「高度な AI と堅牢なデ

ータ分析は、意思決定の優位性をもたらし、抑止態勢を
強化する。情報技術と AI の優位性は、通常戦力と核戦
力のより効果的な統合を可能にし、抑止力を強化する」

人間よりも「指数関数的に速い」
英国レスター大学のピーター・ラウテンバッハ（Peter 
Rautenbach）研究員は、2022 年 9 月に軍備管理協
会発行の「アームズコントロール・トゥデイ（Arms 
Control Today）」に掲載された報告書で、NC3 への AI
システム統合は核の意思決定における人為的ミスや偏見
を軽減し、核リスクが最大となる危機的状況下での重大
なミスを防止できると述べている。同研究員の報告書は、
AI システムの大量のデータを評価する潜在能力は利点
であり、「人間のアナリストよりも指数関数的に速く」、
意思決定者が攻撃を早期に認識するための正確かつ適時
な情報を保証すると指摘した。「そうすることで、これ
らのシステムは、危機の際に利用できる最善の情報を意
思決定者に提供することになる」と同氏は述べた。「公
平な視点で大量のデータを継続的に分類して相関関係を
見出す能力は、核セキュリティ分野における早期警戒シ
ステムや発射前探知活動に特に関連している」

「今日の通信システムにおける人間のオペレーター

軍事指導者、AI の 
新たな能力と人間による制御の均衡を図る

SENTRY

AI について考えず、AI を考
慮しなければ、我々は敗北す
る。私は敗北には興味がない」

~ 米国空軍タイ・ニューマン少将 

地球規模攻撃軍団（AFGSC） 

戦略計画・プログラム・要件担当

「
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として、最も安全で確実な経路を判断す
る能力は私にはない。なぜなら、信号は
異なる 100 の方向に送信されるからだ」
とニューマン少将は戦争シンポジウムの
聴衆に語った。「一部は危険にさらされて
いる可能性がある。一部は危険にさらさ
れていない可能性がある。私にはそれを
判断できないため、AI がその一部を担う
必要がある」

コットン大将は、AI が指導者により多
くの「意思決定の余地」を与え、核関連事
業全体の安全性を確保できるとし、「敵対
勢力は、我々の核の指揮・統制や意思決定
優位性を提供する他の能力が、1 日 24 時
間、週 7 日、365 日、いつでも準備でき
ており、妨げられたり無効化されたりする
ことはないと認識しなければならない」と
述べた。

TWZ によると、「我々は、過去のデー
タを分析し傾向を特定できるほか、それら
の AI ツールは予測的な方法で活用することができる。
システム保守と同様に予防的な管理ができ、システムの
アップグレード計画を立てることが可能になり、我々の
システムでこれを活用することができる。これにより、
予期せぬ中断や障害のリスクを低減できる」と、米国宇
宙軍宇宙システム軍団の軍事通信・測位・航法・時刻担
当副部長ライアン・ローズ（Ryan Rose）大佐は、戦争

シンポジウムのパネル討論で述べた。「さらに、サイバ
ーセキュリティに関連するデータや傾向、または敵対者
の動向を把握できる能力も、意思決定者にとって有用で
ある可能性がある」

新興技術として、AI システムにリスクがないわけで
はない。ラウテンバッハ研究員が指摘する潜在的な問題
には以下が含まれる。

ドイツ国防軍と米国空軍のチームが、ネバダ州ネリス空軍基地で、「マッチ・エ
フェクター」と呼ばれる人工知能技術を用いた戦闘管理のための変革的モデリン
グ実験に参加した。キース・キール（KEITH KEEL）/ 米国空軍

カリフォルニア州ヴァンデンバーグ宇宙軍基地で、米国海軍 E-6B マーキ
ュリー機内で飛行任務を遂行する米国空軍乗組員。ジョシュア・M・キャロル（JOSHUA 

M. CARROLL）/ 米国空軍
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•	整合性。機械は指示通りに動作しても、プログラ
マーが望んだ通りには動作しない可能性がある。
整合性の取れていない AI システムは、破滅的な
結果をもたらす可能性がある。「複雑な運用環境に
対峙した場合、機械学習システムは、自らの脆弱
性という問題に直面することがよくある。これは、
強力なインテリジェントプログラムが、学習対象
外のデータ入力の微調整や逸脱によって低下する
傾向にあるということだ」

•	不十分なデータ設定。新システムや言語モデルに
おけるデータの不足は、特にシミュレーション訓
練データを使用している場合、システムの信頼性
が低下する可能性がある。「旧式の弾道ミサイル発
射に関連した記録は膨大に存在するが、新型で試
験回数の少ないモデルはシミュレーションの使用
が必要となる」と同研究員は言う。「現実世界にお
ける核攻撃の実例データの不足は、世界にとって
間違いなく幸運なことだが、そのため、NC3 シス
テム向け機械学習プログラムの訓練に用いるデー
タの多くは人工的にシミュレートされたものとな
る」その結果、能力があるように見えても、実戦
環境では機能しない AI システムが生み出される
可能性があると同研究員は指摘する。

•	人間の偏見。機械学習システムには、それを開発
した人間の偏見が組み込まれている可能性がある
と同研究員は述べている。一部の機械学習システ
ムが性別や人種的な偏りを示したように、敵対国
の行動を観察するように訓練された AI システム
でも同様の問題が発生する可能性がある。「人間の
偏見がシステムに入り込み、特定の主体や変数に
関するデータが現実世界の状況を正確に反映しな
い可能性がある」と同研究員は指摘する。ある警
告が偏見を継続させているにもかかわらず、国家

指導者や軍がその警告を中立で公正であると推定
した場合、その結果は「破滅的な誤算」となり、
誤検知への対応リスクを増大させる可能性がある。

人間の介在
防衛当局は、AI を軍事システムに組み込むことを慎重
に進めていると述べている。現在の用途は、通常、日常
業務と見なされる機能のデータ収集と分析の領域にあ
る。2025 年 1 月、AI を配備した初の軍艦となった米
国海軍の駆逐艦フィッツジェラルドは、保守上の問題を
予測し、艦隊の即応態勢を向上させるための遠隔監視シ
ステムを導入した。国家地理空間情報局（NGA）は、
2017 年に開始したメイブン計画を通じて、AI を用いて
衛星データなどを分析し、潜在的な標的を特定しようと
している。メイブンの次のバージョンには、潜在的な脅
威である異常を検知する「推論」機能を備えた AI 技術
が組み込まれると、NGA 局長であるフランク・ウィッ
トワース（Frank Whitworth）中将はディフェンス・ワ
ン誌に語っている。この機能は、予期せぬ場所にいる敵
のトラックや、活動に急激な変化が見られる兵器施設な
どの異常を検知できると、同中将は言う。

ネブラスカ州オファット空軍基地において、21,000 平方
メートルの核の指揮・統制・通信キャンパスが着工された。  
デクラン・バーンズ（DECLAN BARNES）/ 米国陸軍工兵隊

人間の偏見がシステムに入り
込み、特定の主体や変数に関
するデータが現実世界の状況
を正確に反映しない可能性が

ある」

~ ピーター・ラウテンバッハ

英国レスター大学研究員

「
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KC-135R ストラトタンカーからの給油を受け
る準備をする核の指揮・統制・通信能力を有
する米国空軍 E-4B 機。
コーディ・トリムブル（CODIE TRIMBLE）/ 米国空軍

先進的なシステムは、より迅速かつ効率的に情報を
提供してくれる。しかし、これらの能力を最大限に
活用し、敵対勢力に対する優位性を保つためにも、

常に人間による意思決定を維持しなければならない」

~ 米戦略軍司令官、アンソニー・コットン空軍大将

「
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米国に加え、同盟国やパートナーも、
安全保障を強化するために AI を組み込む
方法を模索している。2024 年 7 月に発表
された NATO の改定戦略の目的は以下の
通り：

•	NATO 加盟国が模範を示し、防衛・安
全保障における責任ある AI 開発・利
用を奨励するための基盤を提供する。

•	能力開発および運用における AI 導入
の加速と主流化を図り、AI 活用事例の
提供などを通じて同盟内における相互
運用性の強化を主要要素とする。

•	同盟の AI 技術を保護・監視し、関連
リスクを管理するとともに、NATO の
革新能力を保護し、安全保障政策上の
考慮事項に対処する。

•	敵対的な AI の使用による脅威を特定
し、その防御策を講じる。

世界的に、指導者たちは AI システムの安全性と信
頼性を保証するための指針にも取り組んでいる。2023
年 2 月、米国国務省は「人工知能と自律性の責任ある
軍事利用に関する政治宣言」を発表した。2025 年 6 月
現在、約 60 か国がこの宣言を支持している。

「我々は、AI の信頼性、安全性、倫理的な利用を確
保しながら、イノベーションを最大限に引き出す枠組
みを構築しなければならない。このバランスこそが、
効果的な AI ガバナンスの基礎となる」と、2024 年 12
月にワシントンで戦略国際問題研究所（CSIS）が主催
した会議で、日本の山田重夫駐米国大使は米国に対し

述べた。「AI が信頼に足るものであり、すべての人に
とって有益であることをどのように保証するのかは、
依然として未解決の問題である」

ラウテンバッハ研究員は、AI と NC3 の統合には、
リスクを低減するために現行の技術的制約を考慮する
ことが不可欠だと述べた。米国の防衛指導者もこれに
同意しており、AI は NC3 を含む将来の兵器システム
の重要な機能となる一方で、意思決定プロセスには常
に人間が介入するだろうと強調してる。

「先進的なシステムは、より迅速かつ効率的に情報
を提供してくれる」とコットン司令官は述べた上で、「し
かし、これらの能力を最大限に活用し、敵対勢力に対
する優位性を保つためにも、常に人間による意思決定
を維持しなければならない」と指摘した。

指導者らは、防御策が極めて重要だと述べた。米
国とその同盟国およびパートナーは、競合国に遅れを
取ることを望んでおらず、こうしたシステムを迅速に
開発するという圧力は、欠陥が生じるリスクを増大さ
せる。

「AI がどれほど優れていようと、コンピューター処
理やその他の機能がどれほど優れていようと、結局は
投入されるデータ次第である」とニューマン少将は述
べている。「そのため、データが破損していても、デー
タや出力結果が実際に存在するかどうかを判断する方
法がない。だからこそ、人間の介入が絶対に必要とな
るのだ」

「AI の限界を押し広げ、信頼性と信用性の高い革新
的なソリューションを提供することは重要である。し
かし、特に NC3 システムにおける AI の統合には、い
くつかの課題とリスクが伴うことも認識している」と
ローズ大佐は述べている。「堅牢なテスト、検証、監視
メカニズムの実装により、これらのリスクや課題の一
部を軽減する方法を見出し、最終的には意図した通り
に動作する AI システムを提供できると考えている。«

ネブラスカ州オマハで開催された 2024 防衛シンポジウムで演説する
アンソニー・コットン大将。米戦略軍

我々は、AI の信頼性、安全性、
倫理的な利用を確保しながら、 
イノベーションを最大限に
引き出す枠組みを構築しな
ければならない。このバラ
ンスこそが、効果的な AI ガ

バナンスの基礎となる」

~ 山田重夫

駐米国日本大使

「
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便宜の枢軸
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025 年 5 月、 中 国 共 産 党 の 習 近 平 総 書 記 は
モスクワでロシアのウラジーミル・プーチン

（Vladimir Putin）大統領と会談した際、両国の
絆を「揺るぎない」と称し、中国とロシアは「鋼
鉄のように鍛えられた真の友人」であるべきだ
と述べた。

同総書記はモスクワを訪れ、プーチン大統領が主催する
第二次世界大戦欧州戦線終結80周年を祝う式典に出席した。
専門家によれば、この訪問は赤の広場で行われた大規模な軍
事パレードの華やかな儀式を背景に、中露の結束した関係を
強調する意図を強く示していたと言う。両首脳は中国共産党
の国営メディアが言うところの「中露の新時代に向けた協力
の包括的戦略的パートナーシップのさらなる深化に関する共
同声明」に署名した。両首脳が会談後にこのような「広範
な共同声明」を発表することが通例となっていると CNN は
指摘する。この訪問は、習総書記が 2013 年に中国共産党の
指導者に就任して以来、11 回目となるロシア訪問であり、

2025 年 5 月の BBC の記事によると、両者はこれまでに 40
回以上会談している。 

中国共産党がプーチン大統領のウクライナ侵攻を支持し
ていること、さらにイランと北朝鮮がロシアを支持している
ことから、これらの国々が現在「激動の枢軸」を形成してい
ると結論づけている者もいる。軍事援助、商業、政策のいず
れにおけるこれらの国々の協力は、米国の国際的地位を弱体
化させる試みとの見方もある。他の専門家は、その見解は中
国、イラン、北朝鮮、ロシアの関係を誇張しているだけで、
正式な同盟関係ではないと指摘している。専門家によれば、
これらの国々は反欧米感情を共有しているかもしれないが、
利害が異なることが多く、支援は取引的な関係に留まってい
るという。そうした独裁体制とは異なり、米国とその同盟国
との間に築かれた関係は、安定し開かれた国際システムを守
る上で極めて重要である。 

「我々の同盟関係とパートナーシップの強みは、競合国が
享受できない非対称的優位性を我々に与えている」と、米戦
略軍司令官のアンソニー・コットン空軍大将は 2024 年 2 月、
米軍専門誌「ジョイント・フォース（Joint Force）」のイン
タビューで述べた。

外交問題評議会（Council on Foreign Relations ‐ CFR）
は 2024 年の分析で、中国とロシアが過去 10 年間で戦略的
パートナーシップを深めてきたにもかかわらず、両国は正式

SENTRY

イデオロギーよりも便宜優先の 
中国とロシアの協力

2025 年 3 月、イランおよびロシア
との合同訓練においてオマーン湾
を航行する中国人民解放軍海軍の
ミサイル駆逐艦「包頭（バオトウ）」
AFP/GETTY IMAGES

2025 年 5 月、モスクワの無名戦士の墓で献花式に出席する中国共
産党総書記の習近平氏とロシアのプーチン大統領。これは第二次世
界大戦におけるナチス・ドイツに対する欧州戦線での勝利 80 周年
を記念してロシアで行われた一連の式典の一つである。GETTY IMAGES

2
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な同盟国ではないと指摘した。同機関は「両国の連携は、
自然な親和性よりも米国との共通の対立関係によって
動かされている」と指摘している。習総書記が中露の
友好関係を「鋼鉄」と例えるならば、特に米国とその
同盟国の友好関係と比較した場合、「錫」のような可鍛
性のある合金の方がより正確な表現だと言えると多く
の専門家が指摘している。 

欧 州 政 策 分 析 セ ン タ ー の マ チ ュ ー・ ブ レ グ
（Mathieu Boulègue）氏は BBC の報道で、習総書記
とプーチン大統領について「両者の間には多くの交流
があり、結束を示す愛国的なパフォーマンスが見られ
る」と述べた。「彼らは一方では友人として協力し合
いながらも、他方では互いに激しく対立し、実際には

関係性のある部分では競合関係になることもある。
我々はその象徴性に圧倒される。この関係には多くの
パフォーマンスが絡んでいる。しかし、その本質を見
るのは興味深い」

その内容には、ロシアの中国に対する不信感も含
まれている。2025 年 6 月、ニューヨーク・タイムズ
紙は、ロシア連邦保安庁（FSB）内の秘密部隊が中国
共産党を「敵」であり、安全保障上の脅威と言及し
ていると報じた。この分析は、同紙が入手した内部計
画文書に記載されたもので、中国のスパイ活動の増加
と、ロシアの機密軍事技術獲得に向けた取り組みにつ
いて言及している。中国はウクライナにおけるロシア
の作戦について諜報活動を行なっており、戦術や西側
諸国の兵器について情報収集していると警告してい
る。アナリストらは、中国の学者らがロシア領土に対
して主張する下準備をしていることや、中国の北極圏
でのスパイ活動を懸念している。同紙によれば、同文
書はサイバー犯罪グループ「アレス・リークス（Ares 
Leaks）」が入手したもので、2023 年または 2024 年
に草案された可能性があるとされている。同紙は、同
文書を 6 つの西側情報機関と共有し、すべてが本物で
あると判断したと報じた。

新たな枢軸？
「激動の枢軸」という言葉は、新アメリカ安全保障セ

2025 年 2 月、ブリュッセルの NATO 本部で開催された
NATO 国防相会議で、ピート・ヘグセス米国国防長官（右）
および当時の米国欧州軍司令官兼 NATO 欧州連合軍最高司
令官を務めていたクリストファー・カヴォリ陸軍大将と談笑
するマルク・ルッテ NATO 事務総長（中央）。ロイター

2025 年 5 月、リトアニア・パブラデで行われた多国籍
演習スウィフト・レスポンス（Swift Response）において、
模擬襲撃作戦中に車両を確保するイタリア特殊作戦部隊
の兵士と米国陸軍特殊部隊グリーンベレー。
アンソニー・アッカ＝メンサ（ANTHONY ACKAH-MENSAH）/ 米国陸軍 
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2025 年 5 月、ノルウェー・セテルモエンにて実
施されたスウィフト・レスポンス 25 演習の一環
として、米国海兵隊が M2A1 機関銃を発射。この
演習は北極圏における多領域作戦の一環として、
米国陸軍第 82 空挺師団を支援するものである。
フランコ・ルイス（FRANCO LEWIS）/ 米国海兵隊

「 ~ 米戦略軍司令官、アンソニー・コットン空軍大将

同盟およびパートナーシップの強さが、競合国にはない 
非対称的な優位性をもたらしている」
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ンターのアンドレア・ケンドール＝テイラー（Andrea 
Kendall-Taylor）氏とリチャード・フォンテーヌ

（Richard Fontaine）氏が作ったとされている。この
言葉は中露の協力関係の拡大だけでなく、両国のイ
ランや北朝鮮との協力関係の強化も指している。両
氏は、2024 年 5 月 /6 月号のフォーリン・アフェア
ーズ（Foreign Affairs）誌で一つの事例を詳述してい
る。2024 年 1 月 2 日未明、ロシア軍はウクライナの
キーウとハルキウに対し大規模なミサイル攻撃を仕掛
けた。この事件は被害の大きさだけでなく、ロシアが
単独で戦っていないことを示した点においても注目さ
れた。この日のロシアの攻撃には、中国の技術を搭載
した兵器、北朝鮮製のミサイル、イランの無人機が使
用された。過去 2 年間で、これら三か国はいずれも
ウクライナにおけるロシアの戦争機械を支える重要な
役割を果たしてきた。これらの国は、その機械を稼働
し続けている。以下は、それらの国の支援とロシアの
相互主義の具体例である。
	•	中国：2025 年 5 月、「ロシアが西側諸国から孤立

する中、中国はロシアとの関与を強化し、石油やそ
の他の天然資源の購入を通じてロシア経済を支え、
戦争継続に必要な重要な軍民両用技術や部品を供給
した」とニューヨーク・タイムズ紙は分析している。

ウクライナは、中国がロシアに様々な重要製品を供
給していると述べた。ウクライナのオレグ・イワシ
チェンコ（Oleh Ivashchenko）外務情報局長は、
国営通信社ウクルインフォルム通信に対して「中国
が工具機械、特殊化学製品、火薬、および防衛製造
産業向けに特化した部品を供給しているという情報
がある」と述べていることをロイター通信は 2025
年 5 月に報じた。

海軍分析センターの主任研究員エリザベス・
ウィッシュニック（Elizabeth Wishnick）氏は、
2025 年 2 月、米中経済・安全保障問題検討委員会

（USCC）で次のように述べている。「中国政府はウ
クライナでの戦争遂行のためにロシアに殺傷力を伴
う軍事物資の支援をしていないと主張しているが、
ロシアが輸入する半導体の 78％とスマートカード

（幅広い軍事技術にとって重要な部品）の 96％は中
国製である。中国企業はまた…航法装置、妨害装置、
航空機部品、無人機、小銃、弾薬、トラックなどを
提供している」

	•	北朝鮮：2025 年 5 月、米国と主要同盟国を含む 11
か国で構成される多国間制裁監視チームが発表した
報告書によると、北朝鮮がウクライナに対する使
用を目的として、少なくとも 100 発の弾道ミサイ
ル、約 900 万発の大砲・ロケット弾薬、および 1
万 1,000 人以上を派兵したとウォール・ストリート・
ジャーナル紙は報じている。同報告書は、それらの
移送を国連決議に対する「明白な違反」と呼んだ。
同報告書によると、その見返りとしてロシアは北朝
鮮に対して、軍事資金、防空システム、国連制裁で
生産が認められている量よりもはるかに精製度の高

い石油などを支援してきた。

•	イラン：イランはウクライナに対して使用
された攻撃用無人機とミサイルを供与した。
ロシアはその見返りに、イランのミサイル
製造施設に武器専門家を派遣し、その取り
組みについて助言を行っているとロイター
通信は報じている。2025 年 5 月、イラン
議会は両国間の 20 年間の戦略的パートナ
ーシップを承認した。この合意には防衛協
力の緊密化が含まれていた。

ケンドール＝テイラー氏もまた、USCC
への証言において、「枢軸」という用語の歴
史的用法について言及した。この用語は、
1930 年代半ばのドイツ、イタリア、日本の膨
張主義的野心と、それらの国家の権威主義的
イデオロギーに一部起因して生まれたもので
ある。この用語は、1936 年の演説でイタリ
アの独裁者ベニート・ムッソリーニ（Benito 
Mussolini）が初めて使用した。ムッソリーニ
は、イタリアとナチス・ドイツの関係を「平
和への願望に活気づけられたすべての欧州諸

国が、様々な問題について協力できる枢軸」と表現し
た。ケンドール＝テイラー氏は USCC に対し、この
用語について次のように述べている。「中国、ロシア、
イラン、北朝鮮が行っていること、つまり、彼らが様々
な問題について協力していることを最もよく表現して
いる。米国とその軍事力および影響力を弱体化させる
という共通の目的が、彼らの行動に強力な動機を与え
ている。したがって、この新たな「激動の枢軸」は、

2025 年 5 月、 北朝鮮の平壌でロシアのヴィタリー・シューリカ（Vitaly Shulika）
内務次官と会談する北朝鮮の方斗燮（Pang Tu Sop）公安相。AP 通信 
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既存の国際体制を支える原則・規則・制度とともに
米国のリーダーシップを覆すという共通の目的のも
とに結集した、不満を抱く国家の集合体と考えるの
が最も適切である」

異なる枢軸
アレクサンダー・ガブエフ（Alexander Gabuev）
氏は、フォーリン・アフェアーズ誌の 2024 年 4 月
号で、中露関係を、不満を抱く国家間の唯一の枢軸
として記述した。「ロシアは現在、外国勢力とのあ
らゆる関係を三つの本質的観点から評価している。
つまり、その関係がウクライナ戦線でロシアに直接
的な支援をもたらすか、ロシア経済の維持と制裁回
避に寄与するか、ロシアが西側に対抗し、ウクライ
ナを支援する米国とその同盟国への報復を可能にす
るかどうかである。中露関係は、この三つの条件を
すべて満たしている」

ガブエフ氏が中露関係において、このような三
つの考慮点を指摘する一方、大西洋評議会の経済
外交イニシアチブ責任者キンバリー・ドナヴァン

（Kimberly Donovan）氏は、自身の研究によれば「枢
軸」として挙げられた四か国すべてを結びつける問
題は一つだけだと指摘している。「西側から制裁を
受けることは、これらのならず者国家の数少ない共
通点の一つだ」と USCC に語った。「制裁はこれら

の国々の米国主導の国際金融システムへのアクセス
を厳しく制限し、商品、収益創出、高度な技術の輸
入能力を制限する」同氏は、大西洋評議会での自身
のチームの調査について「ロシアとイランの西側の
制裁回避を可能にしているのは中国である」と結論
づけたと述べた。同氏は、これらの国々と北朝鮮が、
制裁に違反し石油などの商品を運ぶ第三国の代理人
やタンカーによる海上の「影の船団」の利用を含む、
精巧なシステムを編み出してきたと述べた。同氏は
ならず者国家の共同の取り組みについて別の表現を
用いている。「我々はこのネットワークを『回避の
枢軸』と命名した」

長所と短所
ウィッシュニック氏は、USCC でも証言したが、各
国間の軍事的結束の深化、特に中国とロシアの結束
が深まっていることを認めた。同氏は、1990 年代
半ばに始まった両国のパートナーシップの発展は

「中国の海洋大国になり、インド太平洋地域に軍事
資源を集中させるという目標を促進した」と指摘し
た。今日、中国とロシアの間の軍事演習は、人民解
放軍と人民解放軍海軍が、両軍に不足している現代
の戦場に関する洞察を得るのに役立っている。「中
国の軍事アナリストらは、ウクライナ紛争から、新
技術が戦争で果たす役割、特定システムの性能、地

2025 年 5 月、オクラホマ基地を米国連合軍に案内した後、ドイツおよびオランダの大将らと記念撮影に臨む当時のフォート・
シル射撃研究センター長兼米国陸軍ウィンストン・ブルックス（Winston Brooks）少将（中央）。
ジャオトーレイ・ジョンソン（JAO’ TOREY JOHNSON）/ 米国陸軍
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上部隊の役割、および連合作戦の課題に関する情報を収
集している」と同氏は述べた。 

両国の共同の取り組みやイランとの合同海軍演習以外
にも、同氏はいくつかの重要な相違点を指摘している。

「中国とロシアは 2005 年以降、100 回以上の二国間およ
び多国間演習に参加しており、その半数は 2017 年以降に
実施されている。増加の頻度は大局的に見る必要がある。
NATO は平均して年間約 100 回の演習を実施している」
と同氏は USCC に述べた。「中国とロシアにとって、シグ
ナリングは共同演習の重要な要素であり、米国とその同
盟国による演習の前後に行われることが多い」中国とロ
シアは取り組みの範囲と複雑さを拡大してきたが、それ
はより統一された戦闘部隊の形成にはつながっていない。

米国戦争省は、中露合同演習は「両軍の能力と相互運用
性をわずかに向上させたに過ぎない」と判断したと、同
氏は述べている。 

「多様な加盟国が共同作戦に向けた訓練を行っている
NATO 同盟とは異なり、中国とロシアは主に相互信頼の
向上と、それぞれの異なる技術や戦闘手法への習熟を深め
るために共同訓練を行っている」と同氏は述べた。

連合国の違い
2024 年 1 月、米国軍は大西洋を横断して展開し、NATO
同盟国と共に、冷戦後最大の同盟演習であるステッドファ
スト・ディフェンダー（ Steadfast Defender）に参加した。
当時の米国陸軍大将で欧州連合軍最高司令官を務めたクリ

2024 年 3 月、ポーランド・グニエフ近郊で行
われた NATO のドラゴン 24 演習において、ヴ
ィスワ川と米軍の戦闘工兵車の上空を飛行する
ポーランド軍の軍用ヘリコプター。この演習は、
数十年における NATO の最大規模の軍事演習ス
テッドファスト・ディフェンダー 24 の主要構
成要素であった。GETTY IMAGES

2025 年 8 月、ポーランドのドラスコ戦闘訓練
センターで行われた合同実弾射撃演習において、
模擬敵目標を攻撃する米国陸軍の AH-64D アパ
ッチ戦闘ヘリコプター。アパッチヘリコプター
はポーランド陸軍部隊に対し精密な射撃を支援
した。この実演は、統合空地作戦におけるアパ
ッチの役割を実証するとともに、NATO 防衛枠
組み内における米国とポーランド両軍の相互運
用性を強調するものとなった。
チャーリー・デューク（CHARLIE DUKE）/ 米国陸軍
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ストファー・カヴォリ（Christopher Cavoli）氏は報道発表で、
「これは欧州の NATO 同盟国と北米の同盟国との大西洋を跨
いだ絆の驚異的な強さを示した」と述べた。この演習には、
NATO の全 32 加盟国から 9 万人の兵士、艦船および航空機
が参加し、NATO はこれを「結束力と相互運用性の見事な実
証」と評した。中国やロシアとは対照的に、NATO 加盟国は
1949 年の同盟創設以来、結束と協力を強化する努力を重ね
てきた。米国とその同盟国は共同作戦において、共通の教義、
手順、および基地を共有している。中国はパートナーシップ
を築くが、同盟は構築しない。

インド太平洋地域では、米国、NATO 加盟国、および地
域の同盟国間の強固な防衛協力も存在する。米国主導の環太
平洋合同演習（RIMPAC）は、世界最大の国際海上演習であり、
オーストラリア、インド、日本、韓国が参加している。別の
演習、タリスマン・セイバーでは、2025 年の実施時に 19
か国から 4 万人以上の軍関係者が参加し、フィリピン、シン
ガポール、タイに加え、初参加のパプアニューギニアが参加
した。これらは、米国と同盟国および地域パートナー間の相
互運用性と即応態勢を強化する、数ある大規模演習のうちの
二例に過ぎない。また、10 か国からなる東南アジア諸国連
合（ASEAN）のような組織も、安定と協力の促進に取り組
んでいる。2023 年、ASEAN は初の共同軍事演習を実施し、
災害対応や海洋安全保障などの非戦闘任務に焦点を当てた。 

一方、中国とロシアの合同演習は、両国の「外交政策の

調整」を推測させるが、「実際にはそうではない」とウィシ
ュニック氏は USCC に述べた。2025 年 3 月、同氏は外交政
策研究所に寄稿した記事で次のように述べている。「権威主
義国家は体制の安全と政治的存続において最大の利益を共有
しているが、これは必ずしも、同様の立場の体制間の連帯を
期待したり、彼らが必然的に反西側軸を形成すると信じるこ
とを意味するものではない。中露パートナーシップは深化し
ているにもかかわらず、複数の分野で意見の相違が見られる。
現時点において、中国とロシアの当局者は、合意点を強調す
るという政治的決断を下した。両国の共同声明はすべてこの
方針に沿い、意見の相違点は一切言及されていない」

2024 年 11 月、カーネギー国際平和基金のロシア・ユ
ーラシアプログラム責任者ユージーン・ルーマー（Eugene 
Rumer）氏はこのように記している。「中国とロシア間の
パートナーシップは、双方にとって戦略的帰結を伴う現実
的で取引的な関係に見えるが、その動機は同一の利益では
なく補完的な利益にある。どう見ても、これは第二次世界
大戦の『枢軸』には程遠い。さらに、中国の政策に詳しい
専門家らは、中国がロシアの露骨な侵略戦争に『不安』を
抱いていると指摘する。非公開の会話では、中国の学者ら
はロシアの政策を公然と批判しないが、支持することもない」

AP 通信ニュースディレクターインド太平洋地域担当の
フォスター・クルーグ（Foster Klug）氏は、米国の競合
国間の協力関係は主に取引的であるという見解に同調した。

同氏は、2025 年 9 月に北京で行われた軍事パレードを
「単なる自己利益に基づく外交的駆け引きの延長」と評し
た。金正恩委員長とプーチン大統領が主催の習総書記と共
に並んだこの軍事パレードは、長年この地域の力関係を特
徴づけてきた。「つまり、彼らはそれぞれが自分の利益を
追求しているのだ」と同氏は記している。«

2025 年 9 月、北京の天安門広場で行われた軍事パレードを前に、
中国の習近平国家主席（中央）と、北朝鮮の金正恩委員長と歩くロ
シアのウラジーミル・プーチン大統領（左）。西側のアナリストらは、
このような写真撮影の機会でも、彼らは互いに警戒し続けていると
指摘する。GETTY IMAGES
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SENTRY イラスト
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2024 年 1 月、カナダ軍と米国軍は大西洋を横断して展
開し、NATO 加盟国と共に、北極圏にまで及ぶ大陸の
西側防衛線を確保した。この展開はステッドファスト・

ディフェンダー演習の第一段階であり、冷戦後最大の同盟軍
演習として、32 の NATO 加盟国全てから 9 万人以上の兵士
を派遣し、4 か月間にわたる合同演習を実施した。同演習に
は 50 隻以上の艦艇、80 機の航空機、1,100 両の戦闘車両が
参加し、欧州戦域における全領域での連合軍の戦力展開と運
用能力を検証した。

NATO 当局者は、同演習における同盟国の活躍を地域の
安全保障と抑止力を強化する「結束力と相互運用性の見事
な実証」と評した。NATO は相互運用性を、戦術的、作戦
的、戦略的目標を達成するために、首尾一貫して効果的かつ
効率的に共同行動する能力と定義している。相互運用性によ
り、部隊、組織、システムは共通の教義、手順、基盤を共有
し、共同で作戦を遂行し、システム間で通信することが可能

となる。また、相互運用性は同盟国およびパートナー間の重
複を削減し、資源の共有を促進する。相互運用性は、部隊が
安全保障環境における変化する情勢に適応することも可能に
する。

当時の米国陸軍大将で欧州連合軍最高司令官を務めたク
リストファー・カヴォリ氏は演習後の報道発表で、「ステッ
ドファスト・ディフェンダー演習は欧州の NATO 同盟国と
北米の同盟国との大西洋を跨いだ絆の驚異的な強さを示し
た」と述べた。「この演習で実施された高度に複雑な軍事活
動は、この同盟が集団防衛の中核的任務を遂行する能力を有
し、準備態勢が整っている
ことを実証した」 

NATO は 1949 年の同盟
創設以来、協力を強化する
努力を重ねてきた。米国陸
軍戦争大学の 2025 年 3 月

NATO、機能と領域をまたいだ 
相互運用性の実現を追求

ルーマニアで行われた演習「ス
テッドファス・ダート 25」に
おいて接近戦闘訓練に参加す
るギリシャ、ルーマニア、英
国の兵士。NATO

SENTRY

SENTRY イラスト
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の報告書によると、同盟国は、共同で戦う場合、弾薬、燃
料、予備部品、情報、戦場戦術、標準的な作戦手順、無線
周波数を共有できる必要があることを認識した。協力して
作戦を遂行できることの利点と必要性は、数十年にわたり
明らかであり、NATO は相互運用性を実現するための官僚
機構、政策、指針を確立してきた。同報告書によれば、軍
関係者は実証済みのシステムが連携して機能することに依
拠しており、これにより「あらゆる戦闘機能、領域、階層
にわたる作戦の計画立案と実行に集中できる」ため、今日、
相互運用性は極めて重要だという。 

NATO は相互運用性が同盟のイニシアチブを支える以
下の 4 つの主要な次元を特定している。これらは、技術的

（ハードウェア、装備、兵器及びシステム）、手続き的（教
義とプロセス）、人的（用語と訓練）、情報（データ）に分
類される。NATO が全領域にわたる複数の脅威に対処する

中、必要な相互運用性の水準を達成し維持する重要性が高
まっているが、同盟国やパートナーが能力を統合しつつ、
データセキュリティ、技術統合、言語・文化の障壁に関す
る懸念に対処する中で、しばしば課題に直面する。この「360
度全方位アプローチ」の脅威観は、NATO が 2022 年の戦
略構想で採用したものであり、今日の地政学的環境におけ
る国境を越えた安全保障上の脅威に対し、同機構が確実に
備えることを目的としている。

「2022 年のロシアによるウクライナへの全面侵攻と中国
の急速に拡大する軍事力は、ある地域における脅威が他の
地域の安全保障に即座に影響を及ぼし得ることを浮き彫り
にした」と、インドネシア外務省の元外交官サイモン・フ
タガルン（Simon Hutagalung）氏は 2025 年 5 月のユーラ
シア・レビュー報告書で述べた。「NATO のグローバルな安
全保障組織への進化は、戦略的競争、ハイブリッド戦争、
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テロリズムなどの 21 世紀の課題に対応するものである。そ
の長期的な有効性は、地理的パートナーシップに関する意見
の一致と加盟国間の負担分担を定義することにかかっている」

相互運用性は、複数の戦略的競争相手と技術的変革に直
面する NATO の即応態勢を確保することで、同機構がこの
目標を達成する鍵となると同氏は述べた。「NATO は、新
たな脅威に対して迅速に動員できる柔軟で任務指向の連合
体へと移行しつつ、相互運用性を確保することで、パート
ナーシップのツールキットを強化する必要がある」

集団的抑止力の再認識
集団的抑止力は長らく NATO の基礎であった。しかし冷戦
後、同機構の焦点は、戦略的競争から、テロリズムや自然
災害対応といった国家間の脅威へと移った。2008 年のロシ
アによるグルジア侵攻、2014 年のウクライナ・クリミア半

島侵攻、そして 2022 年のウクライナ全面侵攻によって状
況は一変した。中国共産党の増大する攻撃的な行動と兵器
開発は、安全保障と安定し開かれた国際システムの維持に
対する懸念も高めている。 

NATO が集団的抑止力を再認識する中、指導者らは新
たな脅威に対処するため、同盟国のシステムと慣行が確実
に効果的に連携して機能する必要性に取り組んでいる。完
全な相互運用性の実現には、様々な課題が伴う。各加盟国
はそれぞれ独自の歴史、文化、軍事能力を有している。こ
の課題をさらに複雑にしているのは、自動化や人工知能の
導入、情報戦や法戦術などのグレーゾーン活動を含む戦闘
の性質の変化である。 

NATO 加盟国は数十年にわたり相互運用性を追求して
きたにもかかわらず、その測定、評価、そして完全かつ正
確な構築に苦慮していると。 

左：NATO の抑止力イニシアチブを支援する多国籍演習ア
ライド・スピリット（ Allied Spirit）のため、ドイツのホ
ーエンフェルス訓練区域へ向かう米国陸軍空挺部隊。
マルクス・ラウヘンベルガー（MARKUS RAUCHENBERGER）/ 米国陸軍

上：ノルウェー・セテルモエンで行われた合同演習ジョ
イント・バイキング 25（Joint Viking 25）において、 
寒冷地訓練に参加する米国海兵隊員。 
アレクサンダー・ピーターソン（ALEXANDER PETERSON）/ 米国海兵隊
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米国陸軍戦争大学が 2025 年 3 月に発表した報告書
「NATO 内における相互運用性の測定：市販ツールの適応
か、特注ソリューションか？（Measuring Interoperability 
Within NATO: Adapted off-the-Shelf Tool or Bespoke 
Solution?）」の著者らは指摘する。同報告書によれば、相互
運用性達成の障壁の一つは、データ収集・測定・分析のため
の標準フォーマットの欠如である。 

「基準がなければ、時系列・国家・領域を跨いだデータ解
釈は困難であり、NATO の情報を最大限活用する能力を弱
体化させる」と著者らは述べている。「相互運用性の分析を
行う際、特注のデータ収集と分析は、教訓を特定しそれに基
づいて行動するために費やせる時間を奪い、リソースの価値
を損なう」

相互運用性のその他の障壁には、作業部会の技術要件と
アプリケーション機能の特定および合意、国家間の通信・調
達問題が含まれると、NATO 指揮統制（C2）能力向上セン
ター（COE）のフランク・グベルス（Frank Gubbels）セン
ター長は 2023 年の論文で述べた。これは C2 に深刻な影響
を与える可能性がある、と同センター長は指摘する。

「主要な演習時に我々の COE が主に評価する作戦レベル
において、NATO 内での共同作戦に関するギャップや問題
点が明らかになる」と同センター長は述べた。 

陸 軍 戦 争 大 学 カ ー ラ イ ル・ ス カ ラ ー ズ（Carlisle 
Scholars）氏の報告書によれば、各チームや国家が異なる兵
器システムや車両を保有しているため、技術は相互運用性を
達成する上で最も課題の多い分野であるという。データが他
の国では認識できない、または使用できない場合がある。安

全な音声およびデータ通信の維持は、維持管理と兵站と同様
に課題となり得る。 

手順上の相互運用性は、各チームが協働するために必要な
権限、プロセス、用語を明確に理解する上で不可欠である。
陸軍戦争大学校の報告書の著者らは「同盟国間で軍事攻撃の
承認・却下権限を有する者の認識が異なる場合、同盟国によ
る作戦が不適切に阻止されるか、あるいは不適切に承認され
る可能性がある」と指摘した。「同様に、ロッテルダムに駐留
するオランダ軍が、連合軍の防衛を強化するため、鉄道で東
へ向かい軍事装備の積み込み、固定、輸送において異なる手
順を踏む場合、装備を荷降ろしするポーランド軍は非効率か
つ困惑した事態に陥り、負傷する可能性もある」

NATO は相互運用性を、0（全く相互運用性がない）か
ら 3（完全に統合されている）までの 3 段階に分類している。 
•	レベル 3 — 技術的、手順的、人的障壁がなく、部隊が

効果的に連携して作戦を遂行する。このレベルは、共
通のネットワーク、能力、手順、および言語を特徴と
する。 

•	レベル 2 — 技術的、手順的、人的障壁がなく、部隊が
互いに適合し、協調して作戦を遂行する。このレベルは、
類似または補完的なプロセスと手順を特徴とする。 

•	レベル 1 — 部隊は「衝突・紛争を回避」し、共通の目
標を追求するために同一作戦地域で活動するが、技術
的、手順的・人的障壁が障壁となるため、相互作用は
限定的である。 

•	レベル 0 — 部隊は相互運用性を実証しておらず、互い
に独立して作戦を遂行する必要がある。

2025 年 3 月、欧州上空で実施されたオニキス・クロス（Onyx Cross）演習において、
米国空軍の B-52H ストラトフォートレス爆撃機との模擬迎撃訓練を行う 2 機の
クロアチア空軍のラファール戦闘機。クリステン・ヘラー（KRISTEN HELLER）/ 米国空軍
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相互運用性のギャップを解消
2012 年、NATO は相互運用性の課題に対処するため、訓練・
教育、演習、技術活用という三つの取り組みを通じて同盟の
相互運用性を高めることを目的とした「コネクテッド・フォ
ース構想（CFI）」を提唱した。CFI の主要構成要素であるフ
ェデレーテッド・ミッション・ネットワーキング（Federated 
Mission Networking ‐ FMN）は、必要時に存在する基準と
能力による情報共有の改善を通じて、作戦中の指揮統制およ
び意思決定を支援することを目的としている。FMN のフレ
ームワークの包括的構造は統治・管理されている。この構造
は、ミッションネットワークの準備、開発、展開、運用、進
化、終了に必要なプロセス、計画、テンプレート、エンター
プライズアーキテクチャ、能力コンポーネント、ツールを備
えた恒久的な基盤を提供する。

2025 年 5 月、NATO は新たなデータ戦略を発表し、
2030 年を目標年に掲げ、「同盟国間、NATO 組織、および
それぞれの関心コミュニティ間で、精選された高品質データ
の活用を促進する」と定めた。

「同盟のデータ戦略は、NATO のデータ中心組織への移
行を加速し、NATO データの管理に関する指針を提供し、
共同および多領域作戦におけるその活用を運用化すること
で、質の高いデータを活用し、あらゆる領域にわたるシーム
レスな相互運用性と統合を実現することを目的としている」
と NATO はニュースリリースで述べた。

同盟はまた、手順および人的相互運用性を強化するため、
定期的に大規模な多領域演習を実施している。ステッドファ

スト・ディフェンダーに加え、NATO は毎年、欧州全域お
よび北極圏において多領域演習を実施している。 

「明日の戦闘は多領域環境にわたってより複雑になり、
我々はあらゆる面で確実に競争相手よりも速く、より優れて
いる必要がある」と、当時の変革担当連合軍副最高司令官
クリス・バディア（Chris Badia）ドイツ空軍大将は、2024
年 1 月の NATO 記者会見で述べた。「これは国家の変革と
ともにあり、一度きりの出来事ではなく永続的な道のりだ。
我々の戦争変革の道のりは限界を突破し、日々より良くなる
ために集団の優位性を築き上げていく」

NATO が長年にわたり抑止力の成功を維持する取り組みを
進める中、同盟国が共に新興技術を導入することで、その強さ
の持続性を確実なものにすると、米国陸軍のジャハラ・マティ
セック（Jahara Matisek）中佐と当時の米国陸軍戦略家ジェー
ムズ・ミッチェ（James Micciche）氏は、2025 年 2 月のスモ
ール・ウォー・ジャーナル（Small Wars Journal ）の報告書
で述べている。人的側面における相互運用性の強化は極めて重
要であると、両氏は付け加えた。技術が進歩したにもかかわら
ず、戦争の核心は依然として人間の試みである。信頼と関係の
構築は不可欠であり、それは持続的な関与によって達成される。 

「実際には、これは人材交流、共同訓練演習、共同研究開
発イニシアチブへの投資を意味する」とマティセック中佐と
ミッチェ氏は述べている。また、これには「多様なパートナ
ーとのより深い理解と効果的なコミュニケーションを促進す
るための軍関係者間の文化的認識と言語能力の育成」も含ま
れる。«

NATO のラムシュタイン・フラッグ演習中、北大西洋上空
で米国空軍の KC-135 ストラトタンカーによる空中給油を
受けた後、降下するルーマニア空軍の F-16 戦闘機。 
クリストファー・キャンベル（CHRISTOPHER CAMPBELL）/ 米国空軍
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瀬戸際
紛争の
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大量破壊兵器への対抗に向けた結束 
インド太平洋地域において 
海軍中佐ダニエル・ポスト（DANIEL POST）/ 米海軍戦争大学、およびミア・マクニール（MYA MACNEIL）/ ロードアイランド大学

イ
ンド太平洋地域は、特に経済・安全保
障面で地政学的に重要な拠点であり、
主要国間の競争を激化させている。
また、中国、フランス、インド、北朝
鮮、ロシア、英国、米国を含む核保有

国 9 か国の大半が、この地域で主要な役割を果たす。
これらの国家が大量破壊兵器（Weapons of Mass 
Destruction ‐ WMD）、特に核兵器をどのように使用
しうるかを理解することは、壊滅的事態を防ぐため
に不可欠である。競争が激しいインド太平洋地域で
は、古典的な安全保障のジレンマに関連する相互作
用が生じやすい。自国の安全を強化する行動は、た
とえ防衛的なものであっても他国に不安をもたらし、
それに応じた軍備増強を引き起こす。地域の勢力バ
ランスの変動は、こうした状況をさらに悪化させる。 

この状況が特に懸念されるのは、重要度の高い目
標が軍事力や核能力に裏付けられた戦略と交差する
ためであり、事態のエスカレーションのリスクを高
める点である。 

アナリストらによると、中国共産党と北朝鮮は、米
国およびその同盟国・パートナーにとって最も深刻な
課題をもたらしており、特に中国は、この地域におけ
る米国の利益に対する最大の脅威である。日本、韓国、
米国の主たる目的は、中国共産党のそれとは対照的で

2025 年 3 月、大量破壊兵器対策訓練を行う韓国海軍兵士。
ロイター

2025 年 3 月、大量破壊兵器対策演習を実施する
韓国海軍兵士。ロイター
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2024 年 11 月、日本で行われた日米韓合
同軍事演習フリーダム・エッジ（Freedom 
Edge）に参加する V-22 オスプレイ・ティ
ルトローター機。ロイター
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ある。例えば日本の外務省は「自由で開かれたインド太
平洋戦略」において、日本は「法の支配などの共通の価
値観と原則に基づく自由で開かれた秩序を確立すること
により、インド太平洋地域およびそれ以遠における平和
と繁栄を確保する」ことを望んでいると述べている。 

同様に、韓国の戦略は「自由で平和かつ繁栄した
インド太平洋」を構想している。米国のこの地域にお
ける目標には、自由で開かれたインド太平洋の推進、
地域内外での連携構築、地域の繁栄の促進、安全保障
の強化、および越境的脅威に対するレジリエンスの構
築が含まれる。これらはいずれも何らかの形で中国共
産党によって脅かされている。中国共産党が武力で併
合すると脅す台湾への米国の武器売却に対する中国の
対応は、この点を如実に示している。ロイター通信に
よれば、2024 年 9 月、中国はこうした武器販売への
対応として、米国の軍事関連企業 9 社に制裁を科した。
中国政府は、これら企業の中国国内資産を凍結し、中
国国内の事業体による取引を禁止した。これは米国に
武器支援の停止を迫る圧力として意図されている。

中国はまた、攻撃的な海上戦術も展開している例え
ば2024年10月、中国共産党の人民解放軍海軍（People’s 
Liberation Army Navy ‐ PLAN）は、戦力増幅効果を狙
い、南シナ海で 2 隻の空母による演習を実施した。人
民解放軍海軍はまた、防空、対潜水艦、対艦作戦を含
む実戦演習も実施したと、英字紙サウスチャイナ・モー
ニング・ポスト（South China Morning Post）は報じ
ている。中国共産党の部隊が用いるその他の戦術には、

各国の国際的に認められた海洋区域内で合法的に活動
している船舶に対する体当たりや放水砲の使用が含ま
れる。さらに中国は、いわゆるソフトパワーも行使して
おり、ラオスへのインフラ投資を拡大して東南アジア全
域の貿易拠点へと転換する計画を進めていると、同紙
は報じている。こうしたプロジェクトには鉄道、空港、
港湾などが含まれ、多くの国々に巨額の債務を負わせ、
国家主権を脅かす危険を伴っている一方で、中国にとっ
ては東南アジアの主要市場への貿易アクセスを強化す
ることを目的としている。 

シ ン ガ ポ ー ル の 南 洋 理 工 大 学（Nanyang 
Technological University）の古賀慶（Kei Koga）准
教授は、2023 年 3 月発行のパシフィック・フォーラ
ム（Pacific Forum）の刊行物で、中国はインド太平
洋地域において、主に国内の社会経済的発展に重点を
置く国々との関係を構築するため、経済支援を行って
いると記している。また同氏は、中国がこれらの国々
に対し、国際社会および米国の基準とは異なる慣行に
従うよう促していると説明している。 

台湾は、中国本土に近く、東シナ海および南シナ
海の主要航路に接しているため、中国共産党指導部に
とって極めて重要な地政学的拠点とされる。台湾の支
配は、中国にとって短期的な主要目標の一つとなって

2024 年 8 月、ソウルで実施された米韓合同軍事演習ウルチ・
フリーダム・シールド（Ulchi Freedom Shield）において、
対テロ訓練を行う韓国海軍兵士たち。AP 通信
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いる。中国は、台湾海峡およびその周辺での軍事プレ
ゼンスを強化し、実弾演習を実施するなど、攻勢的な
行動を続けている。こうした動きは、米国による台湾
支援の限界を探るものであり、危機の発生可能性を高
めている。中国は台湾を包囲する形での軍事演習を増
やしてきている。例えば 2025 年 4 月には、中国共産
党が東シナ海で実弾射撃を伴う軍事演習を実施し、台
湾沖の重要航路付近で封鎖作戦を行った。

しかし米国は、台湾海峡における現状を武力や威圧
で一方的に変えようとする試みに反対し、インド太平
洋地域での航行の自由を推進している。米国は中国の
政策を、拡張主義的で危険かつ自国の利益に対する直
接的な脅威と見なしている。

北朝鮮もまた深刻な脅威である。この独裁政権の主
目的は、北朝鮮社会への支配を維持し、権力を保持す
ることである。指導者たちは外部世界を敵対的な存在
として描き、その結果生まれる政策は恐怖に根ざして
いると、米国防情報局（Defense Intelligence Agency 
‐ DIA）のアナリストらは報告している。

北朝鮮の戦略は抑止と威圧に基づいて構築されてお
り、社会・経済・政治的問題を解決する主要な手段と
して軍事力を位置づけていることがその典型例である。
日本海上空での頻繁なミサイル発射、大量破壊兵器能
力の公然たる誇示、そして露骨なエスカレーションの
脅しといった挑発行為は、政権存続という最優先目標
を積極的に追求する意思を明確に示している。

地域における大量破壊兵器リスク
アナリストによると、インド太平洋地域は世界的に見
ても、大量破壊兵器使用のリスクが最も高い地域の一
つである。国家間のいかなる衝突も、他国の安定を脅
かし、些細な紛争がエスカレートして、生存が脅かさ
れると見なされる当事者を巻き込む事態を招く可能性
がある。重大な利害が絡む紛争における意思疎通の失

敗や追い詰められた状況は、核兵器使用の可能性を生
む恐れがある。かつてオーストラリア戦略政策研究所

（Australian Strategic Policy Institute ‐ またはASPI）
に所属していたアナリスト、ウィリアム・レーベン

（William Leben）氏は、中国との潜在的な紛争に寄与
しうる主要な要因を指摘している。 

まず、各国は重要な海上航路へのアクセス確保と支配
を非常に重視している、とレーベン氏は 2024 年 2 月の
ASPI 刊行物で述べている。しかし、そのような海域を支
配する海軍戦力の背後にある教義や構想は、エスカレー
ションを招きやすい傾向がある。また、海上紛争におい
て先制攻撃が大きな戦術的優位をもたらすという事実と
相まって、海上アクセスなどの重大な利害が絡む場合に
は、紛争のエスカレーションの誘因が一層高まる。第二に、
中国の核ドクトリンや能力に関する曖昧さが、誤解を生
む余地を作り出している。2024 年 9 月、中国国防省は
太平洋に向けて大陸間弾道ミサイルを発射したと発表し
た。アナリストらは、緊張が高まる中での今回の発射実
験は、米国および地域の同盟国に対する警告だったと指
摘している。中国による非通常兵器能力の示威は、核抑
止力への取り組みの強化を際立たせている。核兵器と通
常兵器の両方で使用可能な電力技術などのデュアルユー
スシステムの統合は、このリスクをさらに高めている。 

高強度の紛争では、ある国が他国の通常ミサイル
部隊を標的にする一方で、意図せず核施設を攻撃して
しまう可能性もある。被攻撃側はこれを、核戦力に対
する意図的な攻撃、あるいは核攻撃の前兆と受け取る
可能性が高いと、レーベン氏は記している。この「絡
み合いによるエスカレーション（Escalation through 
Entanglement）」は極めて危険な事態を招く可能性があ

2024 年 11 月、日米韓合同軍事演習フリーダム・エッジ
（Freedom Edge）の一環として、日本の福岡空港に展開する

V-22 オスプレイ・ティルトローター機。ロイター
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ると、カーネギー国際平和財団核政策プログラムの共同
ディレクター、ジェームズ・アクトン（James Acton）氏は、
学術誌インターナショナル・セキュリティ（International 
Security）への寄稿記事で指摘している。 

北朝鮮の挑発行為によるエスカレーションの可能性
も、地域の平和と安全を脅かす要因である。ジャパン・
タイムズ紙の報道によると、北朝鮮は少なくとも 7 発
の短距離弾道ミサイルを発射し、約 400 キロメートル
を飛行した後、日本の排他的経済水域（EEZ）付近の
海域に着弾した。韓国軍もまた、北朝鮮が日本海に向
けて複数の短距離ミサイルを発射したことを確認して
いる。このような行為は、意図的かつ攻撃的なシグナ
ルと解釈でき、他国の国境を明白に無視する姿勢を示
すものであり、緊張を一層高めるものである。

さらに、北朝鮮の外交的および経済的影響力が限られ
ていることが、指導部が紛争時に大量破壊兵器の使用に
踏み切る危険性を高める要因となっている。国防情報局
のアナリストによると、北朝鮮の地域戦略は抑止力と強
制に依存しているという。同局の推定では、北朝鮮の軍
事支出は約 1 兆 7,800 億円～ 2 兆 6,900 億円（70 億～
110 億ドル）に上り、国内総生産（GDP）の 20 ～ 30％
が軍事費に充てられているとされる。米国国務省による
と、北朝鮮は化学・生物・放射線・核（CBRN）兵器関
連の計画を保有しており、その中には生物兵器を軍事用
途に応用できる能力も含まれていると推定される。また、
同省アナリストによると、北朝鮮は数千トン規模の化学
兵器剤を保有している可能性があり、神経剤、水疱剤、
血液剤、窒息剤などを製造する能力を有するとされる。
北朝鮮が大量破壊兵器能力の強化に資源の大半を割り当
てるという持続不可能な戦略は、地域紛争が激化した場
合、同国が通常戦力の選択肢を急速に失う恐れがある。
そうした状況下では、絶望感から独裁者である金正恩総
書記は、自らの体制が崩壊しつつあると確信した場合、
壊滅的な手段に訴える可能性がある。

政策提言 
米国は、強固な同盟関係を構築・維持し、地域の安定を
促進し、対話を奨励することで、インド太平洋地域にお
ける民主主義と自由を推進している。例えば、2023 年
には、日本、韓国、米国が複数年にわたる三国間演習計
画を実施し、ミサイル警報に関するリアルタイム情報共
有を開始している。外交および軍事分野への関与を通じ
て、米国は安定化要因としての立場を確立している。今
後に向けては、核態勢における明確な意思疎通経路と透
明性を優先し、紛争予防メカニズムへの投資を通じてエ
スカレーションのリスクを低減することで、これまでの
成果をさらに拡大すべきである。提言としては、危機時
の情報伝達メカニズムの強化と、同盟国との外交・軍事
協力の強化を含む。米国は、同盟国およびパートナー国
の防衛と自由で開かれたインド太平洋の維持へのコミッ
トメントを継続して示すことで、地域の安全保障を支援
し、意図せず発生する偶発的なエスカレーションのリス
クを最小限に抑える取り組みを後押しできる。これによ
り、長期的な戦略的利益の最大化が期待できる。«

韓国高陽市での対テロ訓練中に、
ドローンが消火粉末を投下。
AP 通信
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急速に変化する世界において新興技術がグローバルな安全
保障の状況を塗り替える中、NATO は防衛機能のデジ
タル化と将来の脅威への備えを確実にする取り組みを開
始した。この取り組みは、同盟の作戦能力に革命をも
たらすことを目的とした NATO デジタルトランスフォ
ーメーション実施戦略（NATO Digital Transformation 
Implementation Strategy） に集約されている。このロー
ドマップは、競争が激化する時代において即応性が高く、
強固で統一された同盟を目指す NATO 2030 のビジョン
を補完するよう設計されており、人材、プロセス、技術、
データの 4 つの主要分野での発展の道筋を示している。

人工知能（AI）、自律システム、量子技術といっ
た技術は、世界と NATO の運用方法を変えつつある。 
NATO 戦 略 戦 争 開 発 司 令 部（Strategic Warfare 

Development Command ‐ SWDC） に よ る と、「 こ
うした新興・破壊的技術（Emerging and Disruptive 
Technologies ‐ EDT）は、NATO および同盟国にとっ
て危険性と同時に機会も提供する」「だからこそ、同盟
は官民パートナー、学界、市民社会と連携し、新技術の
開発・導入、責任ある使用のための国際的原則の確立、
そしてイノベーションを通じた NATO の技術的優位性
の維持に取り組んでいる」

現代的で先進的な軍隊の指揮統制能力を強化する「連合
戦士相互運用性探索・実験・検証演習（Coalition Warrior 
Interoperability Exploration, Experimentation, Examination, 
CWIX）」において、戦場管理システムを試験しているポーランド
の兵士。ギャレット・ジレスピー（GARRETT GILLESPIE）/ 米国海兵隊

デジタル
トランスフォーメーション

SENTRY イラスト

NATO は将来の脅威に対応する技術推進戦略を採択
SENTRY
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NATO のデジタルトランスフォーメーションの
背景にあるビジョン
NATO のデジタルトランスフォーメーションへの取り組み
は、単なる必要性に留まらず、新たな課題に対処するための
積極的な一歩でもある。技術が進化するにつれて、戦争や防
衛の方法も変化する。この戦略は、NATO の枠組み内に先
進的なデジタルツールやシステムを統合し、相互運用性、デ
ータ管理、サイバー防衛の強化を目指している。

「NATO および欧州連合（EU）におけるデジタルトラン
スフォーメーションの取り組みは、欧州各国政府が 2030 年
代に向けてデジタル能力を段階的に最適化する中で、前向
きな影響を与えている」と国際戦略研究所（International 
Institute for Strategic Studies ‐ IISS）が発表した報告書「NATO
および EU における防衛のデジタル化：デジタル時代に適応し
た欧州防衛の実現（Digitalisation of Defence in NATO and 
the EU: Making European Defence Fit for the Digital Age）」
は述べている。また、この報告書は「欧州の安全保障は、デジ
タルトランスフォーメーションに関するベストプラクティスの
共有、共通の技術基準とデータ共有政策の確立、防衛計画にお
けるデジタル能力要件と目標の調整から恩恵を受けるだろう」
としている。

2022 年、同盟は抑止力を強化し、集団防衛へのコミット
メントを支えるため、NATO の技術的優位性を高める必要性
を確認した。この戦略の成功は協力のパラダイムシフトにか
かっており、その範囲は学術界、市民社会、産業界にまで及ぶ。 

「こうした機会を捉えつつ、同時に新興・破壊的技術
（EDT）がもたらす脅威に対抗するため、NATO は同盟国と
連携し、責任ある、革新的かつ機敏な EDT 政策を策定して

いる。これらの政策は、実質的かつ意義ある活動を通じて実
施可能である」と戦略戦争開発司令部（SWDC）は述べてい
る。さらに「学術界や民間部門の関係パートナーとの連携を
強化することで、NATO は技術的優位性と軍事的優越性を
維持し、侵略の抑止と同盟国の防衛に貢献することを目指す」
と続けた。

デジタル化の取り組みの背景には、2021 年 6 月に同盟
首脳が承認した NATO 2030 イニシアティブ（NATO 2030 
Initiative）がある。このイニシアティブは、NATO が世界
的な競争の激化、予測困難な脅威、破壊的技術、そして中国・
北朝鮮・ロシアによる安定的で開かれた国際秩序への挑戦に
適応する中で具体化したものである。「より予測不能で競争
の激しい世界に立ち向かうため、結束して強固に立つこと
——それが NATO 2030 イニシアティブの核心である」と、
提案内容をまとめたファクトシートは述べている。
•	政治協議と調整を深化させる。同盟国首脳は、安全保

障に影響する問題についてより頻繁に協議することを
約束し、軍備管理や新興・破壊的技術などの問題につ
いて協議を継続するとともに、安全保障に関連する経
済問題に関する協議を再開するための措置を講じるこ
とを確約した。

•	抑止力と防衛力を強化する。各国首脳は抑止力と防衛
力の強化に合意し、核兵器、通常戦力、ミサイル防衛

イングランドの展示会で、AI 監視プログラムが群衆をスキャンし、
歩行、走行、登る、しゃがむ、這うといった基本的な人間の動作を
分析することで、潜在的な脅威や危険を検出している様子。 
GETTY IMAGES
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能力の適切な組み合わせを維持するというコミッ
トメントを改めて確認した。 

•	レジリエンスを向上させる。同盟国はレジリエン
スに対して、より協調的なアプローチを取る計画
を立て、より明確で測定可能な同盟全体の目標に
基づき、各国に適合したレジリエンス目標と実施
計画を導く政策を策定することで合意した。これ
により、NATO は集団防衛を支える取り組みをよ
り適切に評価し、レジリエンスを同盟の広範な態
勢や計画とより良く結びつけることが可能になる。  

•	訓練と能力構築を強化する。同盟国は、テロ対策、
安定化、ハイブリッド攻撃への対応、危機管理、
平和維持活動、防衛改革などの分野における同盟
国の能力向上のため、NATO の取り組みを強化す
ることで合意した。 

•	NATO の技術的優位性を維持する。同盟国は、
重要技術における大西洋横断の協力を強化し、相
互運用性を促進し、民間イノベーションを活用す
るため、北大西洋防衛イノベーション・アクセラ
レーター（Defence Innovation Accelerator for 
the North Atlantic、DIANA）を設立することで
合意した。

•	安定的で開かれた国際システムを維持する。同盟
国は、志を同じくするパートナーや国際機関との
関係を強化するとともに、アフリカ、インド太平
洋地域、ラテンアメリカとの新たな関与を構築す
ることで合意した。  

人工知能（AI）の役割
AI は、NATO のデジタルトランスフォーメーションに
おいて重要な役割を果たすと見込まれている。AI は意
思決定プロセスを強化し、データ分析を高度化し、サ
イバーセキュリティ対策を強化することができる。同
盟は、これらの能力を作戦に統合するため、AI の研究
開発への投資を進めている。

「AI 技術の能力は、これまで以上に急速なペースで
進化を続けている。生成 AI などの強力な新興 AI 技術
において、前例のない発展と広範な普及が進んでいる」
と、2024 年 7 月に発表された NATO の改訂 AI 戦略
は述べている。「これらの技術は、複雑なテキストやコ
ンピューターコード、現実的な画像や音声を、ほぼ無
限の量で生成することができ、人間が作成したコンテ
ンツとの区別がますます困難になっている。NATO に
とって、適用可能な分野では、これらの技術を可能な
限り早期に活用することが極めて重要である」

改訂版 AI 戦略は、能力開発および運用における AI
導入の加速と主流化を図り、同盟内での相互運用性の
強化を主な要素とするものである。同盟は次のように
述べている。「同盟国の防衛当局、軍、武装部隊がデー
タと AI を活用して能力と対応力を高める中で、NATO
は同盟国間の情報交換や優良事例の共有を促進するた
めのプラットフォームとして機能できる。また、他の
機関によって進められている類似の取り組みも認識し
ている」

今後の方向性
NATO がデジタルトランスフォーメーションを進める
中で、同盟は透明性と説明責任への取り組みを引き続
き行う。定期的な評価と更新により、この戦略が進化
する技術状況や安全保障環境に適合し続けることが保
証される。

実施戦略は段階的なアプローチを示しており、短期・
中期・長期の目標が設定されている。この構造化され
た計画により、柔軟性を保ちつつ着実な進捗が見込ま
れる。

NATO のデジタルトランスフォーメーション実施
戦略は、同盟の先見性と現代に適応する決意を際立た
せている。デジタル化を積極的に導入することで、
NATO は防衛能力を強化するだけでなく、世界の安全
保障機関にとっての先例も築いている。

戦場での優位性は、あらゆる領域での支配に加え、
軍事活動の統制、非軍事活動の同期化、そして適時性
のある効果の収束を実現することによって達成される、
と同戦略は述べている。

世界がよりデジタル化された未来へ向かう中、
NATO の取り組みは明日の安全保障の動向を形作
る上で重要な役割を果たす。この戦略は革新性、協
力、そしてレジリエンスを融合させたものであり、
NATO が引き続き世界の防衛の最前線に立つことを
保証する。

「成功するためには、デジタルトランスフォーメー
ションは技術的に関連性があり、地理的・組織的に拡
張可能で、人間中心（人を第一に）であり、何よりも
時間との競争に勝つ必要がある」と IISS 報告書は述べ
ている。また、「適切に機能し、安全なデジタル企業体
と部隊は、欧州軍隊の計画された技術的トランスフォ
ーメーションを推進する鍵となる。両者は、マルチド
メイン統合を受け入れ、今日の戦略環境において意思
決定優位を達成するための前提条件である」とも述べ
ている。

NATO 加盟国およびパートナー国との連携と即応性の向上を目的とする 
演習ライド・スピリットで、ドローンのソフトウェアを更新している 
米国陸軍人工知能統合センター（Artificial Intelligence Integration 
Center）所属の兵士。マイカ・ウィルソン（MICAH WILSON）/ 米国陸軍
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戦略的
視点

オーストラリア副首相兼国防大臣 リチャード・マールズ氏

同盟国間の協力と勢力均衡が
世界の安定の鍵である

最高

水準の追求
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リチャード・マールズ氏はシンガポールで聴衆に向けこう述べた。
インド太平洋地域は「技術覇権争いの最前線となっている」 
GETTY IMAGES

この演説は、2025 年 5 月にシンガポールで開催された国際戦略研究所（IISS）のシャングリラ会合（Shangri-La 
Dialogue）において行われた。SENTRY のフォーマットに合わせて編集されている。

私
は、オーストラリア副首相兼国防大臣とし
て四度目となるシャングリラ会合に再び参
加でき、大変嬉しく思う。インド太平洋地
域の安全保障について議論する上で、この
会合が欠かせない場となったのは、シンガ

ポール政府と国際戦略研究所（IISS）の功績である。
私たちの地域は、世界で最も重要な戦略的舞台となっ

ている。欧州や中東で戦争と混乱が続く中、ここで慢心
するわけにはいかない。地政学的緊張が再燃することで、
インド太平洋地域は世界最大規
模の通常戦力および核再軍備の
舞台となるだけでなく、技術覇権
を巡る競争の最前線にもなって
いる。

本日の軍備管理および拡散防
止に関するセッションは、軍事
能力と技術の交差点に位置する
課題群を扱うもので、特に意義
深い。今日私たちが知る軍備管
理体制、すなわちこの抑制の枠
組みは冷戦時代に由来する。当
時、核兵器と弾道ミサイル技術の
決定的な出現が、米ソ競争のリ
スクを軽減する必要性に関する
緊急の国際的合意を生んだ。こ
の状況が、多国間主義の偉大な
成果の一つである画期的な核拡
散防止条約（Treaty on the Non-
Proliferation of Nuclear Weapons 

‐ NPT）の基盤を築いた。この条
約は、核兵器拡散を制限する不可
欠な枠組みとなっただけでなく、
その後の合意とともに、核、生物、
化学兵器へと広がる世界的な不
拡散努力の礎となった。

核拡散防止条約は世界をより安全にしてきた。今日
においてもその重要性は変わらず、私たちがこの条約へ
のコミットメントを維持することは不可欠である。オー
ストラリアにとって、核拡散防止条約に準拠することは
戦略・外交政策の基本原則である。オーストラリアが
AUKUS（オーストラリア・英国・米国の安全保障協力枠
組み）の下で原子力潜水艦能力を獲得することは、国家
安全保障上不可欠であり、インド太平洋における地政学

的均衡の維持にも寄与する。
この道を歩み続けるにあたり、オーストラリアは常

に NPT を遵守する。そのため、オーストラリアの包括
的保障措置協定（IAEA [ 国際原子力機関（International 
Atomic Energy Agency）] との協定）第 14 条に基づき、
最高水準の保障措置を追求している。

冷 戦 時 代 に は、 戦 略 兵 器 制 限 交 渉（Strategic Arms 
Limitation Talks ‐ SALT）、中距離核戦力（Intermediate-
Range Nuclear Forces ‐ INF）条約、ミサイル技術管理レ

ジーム（Missile Technology Control Regime ‐ MTCR）が
生まれた。これらは利他主義によるものではなく、無制
限な拡散という存亡の危機に対する現実的な対応であっ
た。これらの協定は不完全ながらも、誤算が壊滅的結果
を招きかねない時代に、極めて重要な安定性をもたらした。

冷戦が終結した 35 年前、多くの人々は戦略兵器管理
の必要性も終わったと考えた。しかし、この考えが驚く
ほど的外れだったという事実は、現代の状況を如実に物
語っている。世界は今、新たでますます複雑化する戦略
的課題に直面しており、その不確実性と予測不能性は増
すばかりだ。戦略的抑止力と保証の基盤となってきた国
際秩序は、危険なほどに衰退している。

2019 年に中距離核戦力条約（INF）は崩壊し、非戦略

2025 年 2 月、南シナ海において英国と共同で多国間作戦演習を実施する、オーストラリ
ア海軍と米国海軍の要員。モニカ・ウォーカー（MONICA WALKER）/ 米国海軍
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核兵器は正式な合意による制限を受けなくなった。ロシ
アは 2023 年、米国とロシアの間で唯一残っていた拘束
力のある二国間軍備管理条約である新戦略兵器削減条約

（New START）への参加を停止し、同条約自体も 2026
年 2 月に期限を迎える。これにより、1972 年以来初めて、
世界最大の核保有 2 か国の戦略核兵器に法的拘束力のあ
る制限は存在しない。

より相互に結びついた世界では、二国間の軍備管理
だけでは不十分である。より多くの国々が地政学的環境

の形成に関与している。中国が、米国に並ぶかそれを上
回ることを一部の目的として急速な核戦力の近代化と拡
充を進めていることは、戦略兵器管理の将来を再活性化
させるべきもう一つの理由となっている。そしてこれは、
困難で気の遠くなるような取り組みである。

今日の世界では、単に核弾頭の数量や種類、運搬手

段に焦点を当てるだけでは不十分である。サイバー技術
や宇宙の軍事化、自律システムと核兵器の統合能力とい
った新技術は、従来の軍備管理枠組みを既に凌駕してお
り、それらを補完する確立された管理手法は存在しない。

私たちはまた、新たなる帝国主義的野
心の時代において各国が安全保障を求め
る中、世界的な核拡散の新たな波が差し迫
る可能性にも対処しなければならない。ロ
シアは国連安全保障理事会の常任理事国
としての責任を著しく放棄し、東欧におけ
る征服戦争で核兵器使用の可能性の脅威
を示している。これは、1994 年にウクラ
イナが責任ある行動として核兵器を放棄
した事例に逆行するだけでなく、ロシアの

侵略に最も晒される一部の周辺諸国に、自国の選択肢を
再検討させる事態を招いている。

そして、このことは私たちの地域にも深刻な影響を
及ぼす。

ロシアは北朝鮮との戦略的パートナーシップに合意
し、戦争を継続するために必要な兵器と兵力を確保して

AUKUS 訓練の一環として、原子力潜水艦での作業に備え、真珠湾
海軍造船所・中間整備施設のダイバーと共に慣熟潜水の準備を行
うオーストラリア海軍のダイバー。米インド太平洋軍

冷戦が終結した 35 年前、多くの人々は 
戦略兵器管理の必要性も終わったと考えた。 

しかし、この考えが驚くほど的外れだったという 
事実は、現代の状況を如実に物語っている。
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軍備管理は、私たちが新たに築くべき広い戦略秩序において、
欠かせないがそれだけでは十分ではない要素である。その秩序
は、国の力だけでなく、ルールや規範によっても形作られる。 

2024 年 9 月、米国海軍の潜水艦ハワイ（USS Hawaii）がオースト
ラリア海軍スターリング基地を出港。AUKUS の「ピラー 1」の一環
として、西オーストラリアでの歴史的な潜水艦整備期間が終了した。
ロリー・オコナー（RORY O’ CONNOR）/ 米国海軍
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いる。ロシアが北朝鮮の支援の見返りとして核兵器技術
を移転している可能性は、韓国と日本双方に耐え難い圧
力をかける。同時に、イランの核計画や近隣諸国に対す
る好戦的姿勢も地域の不安定化要因となっている。これ
らすべての行動は、ヨーロッパとアジアの両地域で新た
な核拡散の連鎖を引き起こすリスクをはらみ、核拡散防
止の戦いにおいて重要でありながらあまり注目されない
米国の拡大核抑止体制を危険にさらすことになる。

要するに、今日の軍備管理は格段に複雑化しており、
そのリスクも増大している。核拡散防止条約（NPT）を
含む、かつての軍備管理時代を形作った画期的な条約は、
今日においても数十年前と同じくらい重要である。不完
全な部分はあるものの、透明性の強化、遵守の徹底、リ
スク低減が、現代においてこれらの条約を機能させる鍵
となる。

オーストラリアの国家防衛戦略（2024 年）でも指摘
されているように、私たちは、新たな抑制の枠組みを構
築するという困難な課題にも投資しなければならない。
この枠組みは、今日の地政学的環境の現実や、新技術が
軍事兵器に完全に統合される前の特異な性質に対応する
ものである。私たちが知る軍備管理体制は、しばしば批
判される概念である国際的ルールに基づく秩序の基盤的
要素でもあった。

軍備管理は、私たちが新たに築くべき広い戦略秩序に
おいて、欠かせないがそれだけでは十分ではない要素で
ある。その秩序は、国の力だけでなく、ルールや規範に
よっても形作られる。こうした持続可能なインド太平洋
の秩序は、戦略的競争をうまく管理するために、国々の
力のバランスが重要な特徴となる。

地政学において、軍事力の不均衡は挑発的に作用する。

それは軍事力行使のリスク計算を変え、3 年前のヨーロ
ッパで見られたような抑止力の失敗を招きかねない。

中国は第二次世界大戦以降最大規模の通常軍力増強に
踏み出しており、戦略的透明性や安心材料を一切提供せ
ずにこれを進めている。こうした状況こそが、今日のイ
ンド太平洋地域および世界が直面する戦略的複雑性の決
定的な特徴である。

本 日、 米 国 国 防 長 官 の ピ ー ト・ ヘ グ セ ス（Pete 
Hegseth）氏が、インド太平洋を米国の戦略的優先地域
と位置づけたことは、極めて心強い。現実には、米国抜
きではこの地域に効果的な力の均衡は成り立たない。し
かし、この均衡を米国だけに任せるわけにはいかない。
オーストラリアをはじめ、他の国々もまた、この均衡の
維持に貢献していく必要がある。

オーストラリアは、第二次世界大戦終結後、平時とし
ては最大規模の国防費増額を通じて、オーストラリア国
防軍の世代的変革に投資している。それは、わが国に対
する武力投射を抑止する態勢を整えるだけでなく、さら
に重要なこととして、いかなる国家も武力行使が戦略目
標を達成する有効な手段だと結論づけないよう、効果的
な地域的均衡に貢献するためでもある。政府は、こうし
た世代を超えた国防投資を進めており、今後も、わが国
が果たすべき役割を全うし、この戦略的局面に対応する
ために必要な資産と能力に基づき、さらなる資金決定を
行っていく。

2025 年 6 月、会談後にインドネシアのシャフリ・シャムスディン
（Sjafrie Sjamsoeddin）国防相に記念の帽子をかぶせるマールズ 

国防相（右）。ロイター
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スピーチの全文はこちらで閲覧可能：https://www.minister.defence.gov.au/speeches/2025-05-31/
address-2025-shangri-la-dialogue-plenary-session-3-managing-proliferation-risks-asia-pacific

2024 年 12 月、AUKUS のピラー 2 による技術実演中、マーク IV
（Mark IV）遠隔操作型潜水艇の目視点検を行うオーストラリア海

軍の水兵。ジャスティン・E・ヤーボロー（JUSTIN E. YARBOROUGH）/ 米国海軍

インド太平洋における持続可能な秩序には、平和を維
持するためのインセンティブを保つことも欠かせない。
勢力均衡は、国家に対し領土征服のリスクがあまりにも
大きいことを認識させる役割を果たすが、同時に、平和
がそれ以上に価値あるものであると確信させることも必
要である。そのためには、貿易、投資、知的交流、そし
て人の往来といった分野で、国家間の相互依存関係を維
持し、さらに発展させていくことが求められる。

戦略的競争の激化に対する対応として、供給網のリス
ク分散は不本意ではあるが必要な措置である。しかし、
これを全面的なデカップリングへと進めてしまうのは重
大な誤りだ。インド太平洋地域を地政学的、あるいは地
経済的なブロックに分断することは、私たちすべてを貧
しくするだけでなく、紛争に対してより脆弱にしてしま
う。国家間の貿易や投資を通じて繁栄を築く機会が失わ
れれば、平和を維持するための重要なインセンティブも
同時に失われることになる。

相互依存は万能薬ではない。しかし、安全保障化も同
様で、選択肢を二者択一に狭め、皮肉にも抑止力を損な
うことになる。自由貿易は重要である。貿易はアジア地

域の生命線であり、高関税による貿易への衝撃と混乱は、
多大なコストと不安定化をもたらしてきた。

オーストラリアは常に安全保障上の要件に十分な注意
を払うことを確実にする。また同時に、地域の貿易・投
資のさらなる統合、人や思想の自由な交流、そしてこれ
らを支える地域独自の多国間枠組み、特に ASEAN（東
南アジア諸国連合）や太平洋諸島フォーラム（Pacific 
Islands Forum）への投資を引き続き推進していく。

昨年の会合に参加した際、私はインドネシアのプラボ
ウォ・スビアント（Prabowo Subianto）大統領の演説に
強く感銘を受けた。その中で、「大国の知恵と政治手腕は、
世界の諸国にとって依存されると同時に求められる存在で
ある」と述べていた。この大統領の指摘をこれほど鮮明に
示す事実は他になく、それは戦略的核競争の再燃と、この
競争をさらに危険にする技術的手段の出現にほかならない。

緊急の軍備管理上の要請を含む安定かつ持続可能な地
域秩序は、すべての国が他国の主権的権利、国際法の義務、
そしてルールに基づく世界秩序を尊重しながら戦略目標
を追求する場合にのみ実現する。こうした軍備抑制の有
効性こそが、まさに現代の私たちに課された試金石となる。
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将来の
軍事力

本は 2025 年 5 月、過去最大
級の兵器展示会の一つを開
催した。当時の中谷元防衛
大臣は、この展示会が日本

の海外防衛協力および武器輸出の推進
をさらに深化させる取り組みを示すも
のであると述べた。

東 京 近 郊 で 開 催 さ れ た 防 衛・ 安
全 保 障 総 合 展 示 会（Defense and 
Security Equipment International 
Japan、または DSEI Japan 2025）では、
日本のミサイル、艦艇、レーザー兵器
および電磁レールガンの研究成果が展
示された。主催者であるクラリオン・
ディフェンス・アンド・セキュリティ

（Clarion Defence & Security） に よ る
と、今回の展示会は 2023 年の 2 倍の
規模となり、33 か国から 471 社が参
加した。このうち日本企業は 169 社で、
2 年前の 2 倍に増加した。

中谷防衛相は、同イベントでのス

ピーチで、「この展示会が、各国代表
団と企業間の協力と交流の新たな機会
となり、防衛産業の発展の持続、イノ
ベーションの推進、そして平和と安定
の促進に貢献することを心から願って
いる」と述べた。

日本は 2014 年に軍事輸出禁止を解
除し、開発コストの分担と日本の産業
基盤の活用を望む米国や欧州のパート
ナー諸国の後押しを受けて、グローバ
ルな防衛協力への第一歩を踏み出した。

「同盟の能力と能力の拡大と向上、
つまり、共同開発、共同生産、共同維
持におけるそれぞれのスキルと専門知
識を活用することが、強さを生む」と、
ジョージ・グラス（George Glass）米
国駐日大使は DSEI 米国パビリオンの
開会式で述べた。

中国、北朝鮮、ロシアからの脅威
を背景に、日本企業は軍事関連事業の
開拓に積極的な姿勢を強めている。

「当社の基盤は、この地域の産業と 
70 年以上に遡る。これは、大規模で
巨大な重工業企業と提携していること
から当然のことだが、現在では、ティ
ア 1、ティア 2 企業、さらには新興企
業まで、さまざまな階層で見られるよ
うになっている」と、F-35 ステルス戦
闘機、防空レーダーなどの機器を日本
に供給しているロッキード・マーティ
ン（Lockheed Martin） 社 の ア ジ ア・
インド地域担当責任者、ウィリアム・
ブレア（William Blair）氏は述べている。

日本の欧州との提携には、英国およ
びイタリアとのジェット戦闘機プロジ
ェクト「グローバル戦闘航空プログラ
ム（Global Combat Air Programme、
または GCAP）」が含まれる。

この先進戦闘機プロジェクトの日
本側責任者を務める三菱重工業（MHI）
の防衛・宇宙部門ゼネラルマネージャ
ー、鍋田勝之氏は、「今日の安全保障
環境がますます不透明になる中、国内
だけでなく、より広い国際的視野を持
って対応しなければならない」と述べ
ている。

そして「当社の技術を披露し、よ
り広い層に届ける機会を得られて嬉し
く思う」と続けて語った。

日本が目指すのは国際的 
な防衛協力の深化

ロイター

2025 年 5 月、千葉県で開催
された防衛・安全保障国際
展示会（Defence Security 

Equipment International）
にて、12 式地対艦誘導弾

（Type 12 surface-to-surface 
missile）の模型が展示される。

ロイター

日
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英国は
新たな防衛技術に軸足を移す

国は 2025 年 5 月、ロシア
からの脅威や核リスク、サ
イバー攻撃に対処するた
め、防衛へのアプローチを

根本的に変える方針を明らかにした。
現代の戦闘には、従来のより大規模な
陸軍に頼るのではなく、ドローンやデ
ジタル戦争への投資を推進する。

ジョン・ヒーリー（John Healey）
国防大臣は、英国の敵対勢力はより連
携して活動しており、技術が戦争の在
り方を変えつつあると述べた。

さらに「ウクライナ戦争では、ド
ローンによる死者が従来の砲撃による
死者数を上回っており、新技術を自国
の軍隊にいち早く導入した側が勝利す
るだろう」とも語った。

英 国 の キ ア・ ス タ ー マ ー（Keir 
Starmer）首相は、2024 年 7 月の選挙直
後に戦略的防衛見直しを指示し、専門家
たちに今後 10 年間の計画策定を委ねた。

英国はフランスと並び、欧州を代

表する軍事大国の一つである。その陸
軍は NATO の東側防衛に貢献し、海軍
はインド太平洋地域でのプレゼンスを
維持している。

陸軍は 70,860 人の常勤訓練兵を擁す
るが、ナポレオン時代以来最小規模のま
まである。政府は増大する戦略的脅威を
踏まえ、改革が必要であると述べている。

政府が承認した計画によれば、英
国は原子力推進でありながら通常兵器
を搭載する攻撃型潜水艦の艦隊を拡大
し、主力核艦隊の核弾頭を更新するた
め、2029 年までに約 3,131 億円（203
億ドル）を費やす。

英国は少なくとも 6 か所の新しい 
弾薬工場 を建設し、最大 7,000 発の英
国製長距離兵器を調達し、戦場向けの
新たな通信システムを導入する。

英国軍のネットワークが過去 2 年
間に 9 万件以上の「閾値未満」攻撃に
直面したことを受け、サイバー・電磁
コマンド（Cyber and Electromagnetic 

Command）が防御的・攻撃的サイバ
ー能力を主導する。

審査委員会は、技術への重点がよ
り高まる中でも軍隊の規模を縮小せ
ず、予算が許せば正規要員の総数を増
やす方針であると述べた。ヒーリー国
防相は、次期議会までに常勤兵士の数
を 76,000 人に増やすと述べている。

スターマー首相は、スコットランド
の BAE システムズ（BAE Systems）社
ゴーヴァン造船所の労働者たちに対し、

「今こそ自らを守る方法を変革する時が
来た」と述べ、「我々の軍隊を空洞化さ
せることに終止符を打つ」と語った。

さらに、「高度な軍事力を持つ国家
から直接的な脅威にさらされている
今、それらを抑止する最も効果的な方
法は、常に備えておくことだ」と述べた。

政府は自国の方針を「NATO 第一」
と表現し、同盟加盟国の結束力を活用
することで、英国が単独で戦うことは
決してないと強調した。

ロイター

英

2025 年 6 月、英国のキア・スターマー首相
の訪問に際して集まる、スコットランド・
グラスゴーにある BAE システムズ・ 
ゴーヴァン造船所の労働者たち。ロイター
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将来の
軍事力

国 の ド ナ ル ド・ ト ラ ン プ（Donald Trump） 大 統 領
は、ゴールデン・ドーム・フォー・アメリカ（Golden 

Dome for America）ミサイル防衛システムの設計案を選定
し、約 27 兆円（1,750 億ドル）の防衛計画を率いる責任者
を指名した。 

ゴールデン・ドームの狙いは、数百基の衛星によるネッ
トワークを活用し、高度なセンサーと迎撃装置で、中国、
イラン、北朝鮮、ロシアなどの国から発射された敵ミサイ
ルを飛翔直後に撃墜することである。

2025 年 4 月、米国戦争省は軍需企業に対し、大陸間弾
道ミサイル（Intercontinental Ballistic Missiles ‐ ICBM）の発
射直後の「ブースト段階」で迎撃するネットワークの設計・
構築を要請した。ブースト段階とは、敵ミサイルが地球の
大気圏をゆっくりと予測可能な軌道で上昇する段階を指す。

既存の防衛システムは、ミサイルが宇宙空間を飛行してい
る段階を標的としている。

ミサイルが探知されると、ゴールデン・ドームは宇宙空
間に入る前に迎撃ミサイルやレーザーで撃墜するか、ある
いはカリフォルニア州とアラスカ州に配備された地上配備
型迎撃ミサイルを使用する既存の防衛システムによって、
宇宙空間での飛行経路に沿って撃墜する。

宇宙迎撃層の下には、米国国内または周辺を拠点とする
もう一つの防衛層が設けられる。 

敵の大陸間弾道ミサイルを撃墜できるよう、衛星にロケッ
トランチャーやレーザーを装備するという構想自体は新しい
ものではない。これは 1980 年代初頭に米国のロナルド・レ
ーガン（Ronald Reagan）大統領が考案したスターウォーズ
計画（Star Wars Initiative）の一部であったが、現在の技術水
準からすると、途方もなく高額な技術的飛躍を伴うものである。

レ ー ガ ン 大 統 領 の 戦 略 防 衛 構 想（Strategic Defense 
Initiative ‐ SDI）と呼ばれるこの計画は、1983 年に、核兵器
を無力化できる国家防衛システムに関する画期的な研究と
して発表された。

SDI 計画の中核は、大規模核攻撃から米国を守る宇宙配
備型ミサイル防衛システムの開発だった。この構想では、
多層的な技術を駆使して、発射直後、飛行中、目標接近時
の各段階で、多数の弾道ミサイルを検知し、自動的に迎撃
できるようにすることが想定されていた。 

米国のドナルド・トランプ（Donald Trump）大統領が、大統領執
務室で自身のゴールデン・ドーム（Golden Dome）計画について説
明する。AP 通信

ロイター

米国のゴールデン・ドームミサイル
防衛システム

米国が開発を推進する

新型無人システム
米国戦争省

対等または準対等の無人システム（UxS）から生じる新たな
脅威は、戦争の様相を変えつつあり、より迅速な新たな解
決策の開発が求められている。戦闘要員は、緊急の作戦ニ
ーズに応えるために、最新の UxS を必要としている。米国
戦争省の国防イノベーションユニット（Defense Innovation 
Unit ‐ DIU）は、新技術を評価するために俊敏なプロセスを
採用している。開発初期段階から戦闘要員を関与させ、迅
速なプロトタイピングや反復改良、実戦配備を通じて、作
戦上の優位性をもたらす技術を推進している。

プロジェクト G.I. は、参加部隊向けに「即戦力」となる
自律型ソリューションを、大規模かつ迅速に特定・評価・改良・
統合することを目指して進められる。対象プラットフォー
ムには、無人航空システムや関連装備品が含まれる。 

「今日、戦闘要員は戦闘訓練に必要な無人システムを欠い
ており、実際に使用を命じられた場合には勝利を収めること
ができない」と、当時の国防イノベーションユニット（DIU）
ディレクター、ダグ・ベック（Doug Beck）は述べ、その上
で次のように続けた。「DIU は、最先端技術を戦闘要員の手元
に迅速に届け、訓練、導入、即応態勢の整備に向けて規模を

拡大することに全力を注いでいる。我々のチームは引き続き、
軍事オペレーターと密接に連携し、現場での実地テストや評
価、フィードバックを行っている。こうした迅速な取り組みが、
戦略的影響をもたらす各軍種での大規模な調達・訓練活動を
通じて、必要な規模拡大と準備態勢の構築を促進する。そして、
同時にその戦略的要請に応えるために、米国民間部門の活力
を支える原動力となるだろう」

プロジェクト G.I. は、エンドユーザーからのフィードバ
ックを取り入れ、数年先までかかる可能性のある納入スケ
ジュールを大幅に短縮することで、現行の計画を改善する。
この取り組みでは、中小規模の無人システム産業における
高い技術成熟度を持つソリューションを活用し、軍事ニー
ズへの迅速な適応に適した、過剰な性能を必要としないプ
ラットフォームに重点を置く。 

2025 年 2 月、ジョ
ージア州フォート・

ベニングで試験中
の無人水上システム。

ジョーイ・ローズ（JOEY 

RHODES）/ 米国陸軍

米



る調査によると、インド太平洋地域の一部の
国々では、安全保障上の脅威に対応するため、
国外産業パートナーシップの拡大と自国防衛
産業の強化を進めており、兵器および研究開
発への支出が急増している。

ロンドンに本部を置く国際戦略研究所（International 
Institute for Strategic Studies、 ま た は IISS） が 2025 年 5
月に発表した年次報告書「アジア太平洋地域安全保障評価

（Asia-Pacific Regional Security Assessment）」によると、地
域諸国が最終的に自立を目指す中でも、国外からの産業支
援はいまだ不可欠であると指摘している。

報告書は次のように述べている。「ウクライナおよび中
東における最近の紛争に加え、米中間の戦略的競争の激化
とアジア太平洋地域の安全保障情勢の悪化が相まって、防
衛産業分野でのパートナーシップ拡大につながる可能性が
ある。緊張がくすぶる紛争地域をめぐる競争的な安全保障
の力学は、それらに対処するための軍事能力開発の必要性
を一層高めている」

調査によると、防衛装備調達および研究開発への支出は
2022 年から 2024 年の間に約 4,100 億円（27 億ドル）増加
し、東南アジアの主要国であるインドネシア、マレーシア、
フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの合計で約 1
兆 6,000 億円（105 億ドル）に達した。

この増加は、各国が 2024 年に国内総生産（GDP）の平
均 1.5％を防衛に支出していたにもかかわらず発生したもの
で、この割合は過去 10 年間ほぼ横ばいで推移している。

調査によると、インド太平洋地域の諸国は、主要な兵器
や装備の大部分を依然として輸入に依存している。

これらには、潜水艦や戦闘機からドローン、ミサイル、
監視および情報収集用の先進電子機器まで多岐にわたる。

調査によると、サウジアラビアとアラブ首長国連邦は
活動を活発化させつつ進出している。一方、欧州企業は技
術移転、合弁事業、ライセンス組立契約を通じて、地域で
顕著かつ拡大する存在感を示している。

調査によると、共同開発事業は必ずしも容易ではなく、
インドがロシアと 20 年にわたってブラモス（BrahMos）超
音速対艦ミサイルを開発してきた協力事例から教訓を得る
ことができる。

調査はさらに、同ミサイルはインドが配備しているもの
の、明確な戦略の欠如により輸出は制約されており、最初
の第三国顧客であるフィリピンへの納入は 2024 年になって
ようやく開始されたと指摘している。

中国とロシアの関係がより緊密になれば、同ミサイルの
開発はさらに複雑化する可能性があり、とりわけロシアが
中国との関係を優先して極超音速ミサイルを開発する場合
には影響が大きいとされる。

ロイター

インド太平洋諸国
防衛協力と生産体制を加速

2025 年 5 月、日本・
千葉で開催された防衛・
セキュリティ総合展示
会（DSEI）で展示され
た、改良型「もがみ型
護衛艦（Mogami-class 
frigate）」の模型。 
ロイター
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